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序 章  
 
アブストラクト 
知識は真理とみなされた持ち主のいる情報と理解することができる。西洋の哲学的伝
統において真理は対象との一致として理解され、知識はつねに対象との関係において
検討されてきた。しかし、この関係にもとづく知識の基礎づけの歴史は失敗の歴史だ
った言える。本研究では、知識を主体と主体との関係の中にとらえなおし、知識の社
会的作用を検討する。 
 
0-1 情報としての知識 
 本論文の表題で「知識情報」という表現を用いたのは、「知識」を「情報」のサブカテゴ
リーとみなすことができるという理由による。さまざまな情報の中で、知識は真理とみな
された情報であり、持ち主（主体ないし主観）のいる情報である。 
知識はまず「真理とみなされた」情報である。一般に「情報」は、その内容が真理であ
る必要はない。誤った情報によって人が振り回されるといった事実からわかるように、た
とえ不正確であっても、さらに虚偽であってさえ、正真正銘の情報である。「ガセネタ」も
ひとつの情報にほかならない。 
しかし、虚偽であることがあきらかな情報、ないし真理であることが判明していない情
報は、「知識」とはみなされない。その理由は、20 世紀の分析哲学や認識論理学の研究か
らも明らかなように、「to know」や「知る」という動詞の用法にもとづいている1。たと
えば、68＋57 の答えを「125」と答える生徒は、足し算のやり方を「知っている」と言え
るが、「5」と答える生徒はたんにそう「思い込んでいる」だけであって2、何かを「知って
いる」とは言いがたい。「知る」という言葉の用法を見るかぎり、虚偽の情報を手に入れて
も、それは「知識」とは言われず、「思い違い」や「幻想」とされるにすぎない。「真理」
とみなされた情報を獲得してはじめて、何かを「知った」と言えるのである。 
古来、哲学者たちは、「真理であることが示された思い」として「知識」を定義し、真偽
の定かでないたんなる「思い」と「知識」とを区別することに努めてきた。 
第二に、知識は持ち主(主体)のいる情報である。たんなる情報に持ち主がいる必要はな
い。なるほどコンピューターのハードディスクや書物に収められた情報にも、「知的財産法」
が定める意味で所有者が存在する。しかし、その内容を誰かが知っていたり記憶していた
りする必要はない。誰にも知られていなくても情報は情報でありうるが、知識はそうでは
                                                  
1 古典的な研究としては、Hintikka1962 がある。 
2 もちろん、その生徒が足し算とはまったく別の規則、たとえば「クワス算」の規則にも
とづいて計算しているのではないか、という有名な懐疑が存在するが、ここではこの問題
には立ち入らない。クリプキ 1983、マッギン 1990 など参照。 
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ない。知識は誰かに知られることで、はじめて知識となるのである。こうした意味で知識
は所有者(主体、主観)が必ず存在する情報といえる。 
この二つの条件が課せられた情報として、知識は伝統的に「真なる思い」と定義されて
きた。真理であっても誰にも知られていなければ「知識」と呼べないし、いっぽう持ち主
がいても虚偽であれば「臆見」ないし「思い込み」にすぎない。「知識」とはこのような意
味で情報の一部なのである。なお、以下においては、知識が情報の一部であることは周知
の前提と考え、「知識情報」という表題の表現にかわって、とくに断りなく「知識」ないし
「知」という省略的表現を用いることにする。 
これら二つの条件のうち第一の条件は、知識をめぐる伝統的な議論に深刻な議論を引き
起こしてきた。というのも、この条件にかなった知識を獲得するには、知識をたんなる思
いから、つまり真理を虚偽から明確に区別できなければならないからである。さまざまな
意見や主張の中から、たんなる思い込みではなく、真に知識と呼べるものを見出す方法は、
伝統的に知識の「基礎づけ」ないし「正当化」の問題として長いあいだ議論されてきた。
とくに 17 世紀の哲学者ルネ・デカルトが、新しい近代的学問の方法として、疑わしいも
のをすべて排除し、確実に真理とみなせるものだけを受け入れるという態度(方法的懐疑)
を採用して以来、知識の基礎づけは正当な学識を審査するもっとも重要な基準とされるよ
うになった。 
しかし、哲学史的に見れば、知識の基礎づけの歴史は挫折の歴史だったと言える。 
第一の困難は次のような点にあった。「いま雨が降っている」という判断は、実際に雨が
降っているとき、そしてそのときのみ真理である、と考えられる(真理の対応説)。しかし、
判断と事実との一致を確認しようとしても、わたしたちは判断や知覚や意識をまったく媒
介せずに事実そのものを確認する術を持たない。たとえば、雨音が聞こえるとか、水たま
りに多数の輪が見えるとか、あるいは、体に冷たい感覚があるといった知覚を介して、わ
たしたちは雨がふっていることを確認する。しかし、こうした確認も、それが知覚や判断
であるかぎり、雨が降っているという判断と同様に、もう一つの思いにほかならない。 
しかし、そうであるならば、その「もう一つ」の思いの信頼性はどのようにして保証さ
れるのだろうか。この思いと事実の一致はどうやって確認したらよいのか。問題は一つ繰
り延べされただけで、何も解決されていないのである。それ以上説明も論証も正当化も必
要としない「絶対確実な真理」をどこかに設定しない限り、わたしたちは疑問の無限連鎖
におちいることになる。いったいどうやって「絶対確実な真理」を知ることができるのか。 
第二に、論理的な困難も存在する。それは知識の普遍性の問題にかかわっている。わた
したちにとって重要な知識は、多くのばあい論理的に普遍言明の形式をしている。たとえ
ば、「カラスは黒い」というありふれた判断も、それがある生物種の特徴を記述するもので
ある限り、限られた数の特定のカラスについての言明ではなく、地上のあらゆるカラスに
ついて言われる普遍的な言明である。しかし、厳密な意味ですべての
．．．．
カラスについて、そ
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の真偽を確かめることは不可能である。個別的な観察をいくつ積み上げても、すべてのカ
ラスは網羅できない。普遍的な法則や理論は、個別的な実験や観察の積み上げからは論証
できないのである。論理的に言えば、単称言明の集合から全称言明を演繹できない、とい
うことである(帰納の問題)。 
こうした困難に直面して、哲学者や科学者たちは知識の基礎づけそのものを不可能と考
えるようになった。われわれは究極の真理を知りえない、ということである。しかし、そ
れでもなお、真理に近い「すぐれた知識」と、そうでないものとを区別することは可能で
ある、と考えられた。絶対的真理は知りえないとしても、いわば比較級で、「真理」への接
近の序列を見出すことは可能にちがいない。 
たとえば、1930 年代から 1950 年代にかけて、「論理実証主義者」と呼ばれた人たちに
よって提案された確証理論や帰納論理学は、その典型的事例といえる(Carnap 1950, 
Lakatos1968 など)。かれらは確率論をベースに「確実性の度合い」を定義し、さまざま
な理論や法則をこの基準によって序列化しようとした。この序列にしたがうことで真理を
めざす合理的な活動を保証できるというわけである。 
しかし、これらの哲学者たちは、「確実性」というデカルト以来の観念を引きずり、確率
論的な確からしさを真理への近さと考えた。その結果、しだいに論理法則や同語反復のよ
うな経験的内容の空虚な言明を真理として理想化せざるを得ないという、逆説的な状況に
たどり着くことになった。 
このことを指摘したのが、ウィーン出身の哲学者カール・ポパーである。かれは知識の
価値を確実さではなく経験的な内容の豊富さに見出し、「反証可能性」や「批判主義」とい
った新しい観点から、「よりすぐれた」知識と、そうではないものを弁別しようと試みた。
そして、この弁別にもとづいて、真理への接近を、人間の合理的な活動の理想的モデルと
みなすことができる、と主張した。 
その後、ポパーの科学論は 20 世紀における合理主義的哲学の代表の一つとみなされる
ようになった。絶対確実な真理に到達できないとしても、一歩一歩接近することは可能で
あり、特定の時点で真理にもっとも近い見解こそ、その時点における「知識」にほかなら
ない。この接近のプロセスを規準にして、真正の「知識」と単なる「思い込み」を区別が
可能であり、科学的研究のための合理的方法論を確立できる、とポパーは考えた(植木
1981)。 
しかし、こうしたポパーの見解も、実際には「真理により近い」理論、すなわち「より
すぐれた」知識の観念を明確化できたわけではない。結局のところ、それは現代科学の成
果を前提とし、これを尺度にして「真理接近度」の概念を説明したにすぎなかった。つま
り、かれが合理的態度とみなしたものは、現代科学という、知識の特殊な一形態を普遍化
したものにすぎなかったのである(植木 1982)。 
ポパーは、科学的方法論を、たんに科学研究のための合理的方法としてだけでなく、広
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く一般に人びとがしたがうべき理想的態度とも考えた(批判的合理主義)。しかし、ポパー
の主張する「合理性」や「真理」は、現代西欧という特定の社会を規範にして成り立つ特
殊な観念にすぎなかった。かれの合理主義は、現代西欧社会を最良と認めることによって
はじめて成り立つ立場だったのである。 
この前提に同意しない者たちは、暗黙の内に合理主義の領域から排除されてきた。この
排除によって、特殊な観念が普遍的な理性へと転換された。合理主義や真理の普遍性はこ
うした排除の力によって成り立っていたのである。ここからは、普遍的真理という観念そ
のものが、特定の文脈や価値観にもとづいた一つの特殊な観点にほかならないという事実
が明らかになる(植木 2002)。 
知識が特殊であるということは、知識に特定の持ち主がいるという事実と密接に結びつ
いている。ところが、真理という知識の第一の条件にばかり意識を集中した伝統的認識論
は、この第二の条件をなおざりにしてきた。知識にとって重要なのはあくまでも対象
(object)との一致とされ、客観性(objectivity)こそが正当な知識の指標とされた。その一方
で、主体(subject)とのかかわりは主観性(subjectivity)という、知識の攪乱要因として排除
されてきたのである。その結果、知識は主観の多様性に影響を受けない普遍的な存在であ
る、という観念が生み出され、維持されることになった。 
しかし、知識はその持ち主抜きには存在できない。そもそも真理を虚偽から判別しよう
とする試み自体、知識の持ち主たちが自分の見解の信頼性や社会的価値を広く認知させよ
うとして始めた活動といえる。知識は中空に浮いた抽象的存在でなく、具体的な人々によ
って、一定の目的のもとに、特定の状況で用いられるものなのである。 
とすれば、知識の「主体的」ないし「主観的」側面を、知識を構成する本質的要素とし
て議論の俎上に載せなければ、「知識」をめぐる十全な議論は成り立たないと言えるだろう。
主体のさまざまな活動は「知識」の形成にどのような働きをおよぼし、諸主体の差異は知
識の価値にいかなる差異をもたらすのか。 
そもそも普遍性や客観性を志向する合理主義の認識論も、特定の主体(主観)たちによっ
て一定の歴史的状況で生み出された言論である。客観性や普遍性そのものが、「主観的」要
素を抜きには成り立たない観念なのである。 
本稿では、主観（主体）の作用を知識の構成要素として捉え、知識を主体とのかかわり
の中で理解し直すことを試みる。このことを通じて、これまで考えられてきたような客観
的な単一の真理ではなく、主体の多様性に応じた多様な知識が存在する可能性を確認する。
ここからは、諸主体の相互作用(政治的作用)が知識の成立にとって決定的であることが理
解される。そこには「知識の力学」と呼ぶべきものが存在するのである。この力を知識の
「社会的力」と名づけた。複数の主体間の関係性の中で、この力がどのように生み出され、
どのような作用を及ぼしているか。本稿は、こうした問題を考える基本的な図式を明らか
にし、さらにその作用の一端を具体的事例の中に探ることを目的とする。 
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0-2 本稿の構成 
合理主義が一つの個別的観点にすぎず、その「真理」が一定の政治的作用を前提にする
ものだとすれば、「真理」の観念もまた見直しを迫られることになる。「知識」観の根本的
転換が要請されるのである。 
第Ⅰ部「新しい知識観の提案」では、「普遍的真理」にかわる「個別的知識」の可能性を
検討する。そのために、知識を対象との距離によってではなく、知識の持ち主である主体
の社会的相互関係の中に置きなおす。そこからは、「知識の社会的力」の存在が明らかにな
る。 
第 1 章「客観的普遍性から主観的個別性へ」は、こうした視点の転換のための見取り図
を提出する。知識と対象との二項対立関係を議論の中心にすえた伝統的な合理主義的知識
観からは、知識は単一で普遍的であるという結論が引き出される。さらに、単一で普遍的
な知識が統一的人類の幸福に役立つという考え方も生じる。しかし、実際には、知識の持
ち主（主体）は多様であり、それに応じたさまざまな見解を持ち、異なる利害関係のもと
に置かれている。こうした多様性を出発点にして知識をとらえなおすことで、知識をめぐ
る議論がどのように相貌を変えるかを概観する。 
続いて第 2 章「主観的で多様な知識の可能性」では、伝統的視点によって否定された「多
様な知識」の観念の可能性を、具体的に検討する。そこではアフォーダンスをめぐる実験
を手掛かりに、単一の対象について、主体の多様性に応じて、多様な「真理」が成立する
局面を探る。アフォーダンスに関する判断は、状況を的確にとらえた真なる認識であると
同時に、主体の特異性を離れては意味をなさない認識である。それは、客観的であるとと
もに主観的でもある知識と言えるのである。しかし、こうした知識はこれまで正当な知識
の領域から排除されてきた。 
第 3 章「社会的現象としての知識」は、知識の正当性や真理の問題を、客体との関係と
してではなく、主体と主体との関係として考察する。そこから得られるのは、「知識の社会
的力」の観点である。主体はたんに知識を所有するだけでなく、所有を社会から認知され
ることで、はじめて力を手にすることができる。さらに、知と無知の落差が社会的に生み
出されることで、知識そのものに備わった自然的力とは別に、社会的な力関係が生まれる。
この落差の生成には、知識の拡大と、知識の隠蔽との、二つのプロセスが存在する。この
章では「社会的力」の観念と、これを生み出す二つのプロセスを理論的に検討する。 
第Ⅱ部「事例研究―知識の隠蔽」では、この二つのプロセスのとくに後者（知識の隠蔽）
に焦点を絞り、知識の社会的力の存在と作用とを、歴史的事例を用いて具体的に検証する。
取りあげるのは明治時代以降のアイヌ民族と和人とのかかわりである。北海道の「開拓」
の進展の中で、アイヌ民族の知識が隠蔽され、和人との間に知識の社会的力が作用してい
た事実を確認する。 
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第 4 章「アイヌ肖像権裁判に見る知識の社会的力」では、明治時代以降のアイヌ民族差
別の一端が、知識の社会的力の作用の一例であったことを確認する。アイヌ民族は明治時
代以降、和人たちから「無知無能の民」と呼ばれ、その発言を奪われてきた。これを補強
してきたのが、和人研究者によるアイヌ民族研究である。研究者たちもまた、アイヌ民族
に対して大きな力をふるってきた。しかし、研究者たちの力は、真理としての知識がもつ
自然的力ではなく、人びとの認知による社会的産物だった。このことを一つの裁判記録か
ら明らかにする。 
知識の所有者とみなされることで社会的力を獲得できるならば、反対にその認知を否定
されることで、社会的な力を奪われることもある。第 5 章「アイヌ教育と開拓政策」では、
知識が知識と認められないことで生まれる状況を検討する。昭和初期、アイヌの人々の生
活は困窮を極めていた。その原因はアイヌの「無知」にもとめられた。そのため和人行政
当局も、またアイヌ「先駆者」たちも、アイヌ民族への教育の重要性を唱えた。人々は知
識の「力」に期待をかけたのである。しかし、失われていたのは知識そのものではなく、
存在する知識への認知だった。アイヌ民族の「無力」は知識の欠如ではなく、知識の隠蔽
による社会的な力の喪失だったのである。 
最終章では、新しい観点から再び伝統的知識観を振りかえる。知識から社会性を分離し、
対象との関係によって「真理」を確立しようとする知識の基礎づけの作業が、それ自体ひ
とつの社会的活動であることを確認する。そのうえで、「知識」が社会的観念であることを
再確認し、この観点から検討しなおすべき、今後の課題を瞥見する。 
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第Ⅰ部 新しい知識観の提案 
 
 
第１章 客観的普遍性から主観的個別性へ 
 
アブストラクト 
カール・ポパーに代表される伝統的な合理主義は、真理の対応説にもとづいて知識の
妥当性を論じてきた。この観点からすれば、対象と一致する真理は一つに限られると
ともに、認識主体の多様性とは無関係に普遍的に成り立つことになる。このような観
点と、知識は有用であるという観点とが結合することで、知識の拡大は人類のだれに
とっても望ましい事象とみなされた。本論文においては、この観点とは反対に、主体
の多様性に応じた多様な真理が可能であるという立場から、「知識」概念の再検討を行
なう。 
 
1-1 決着をつける理性 
本章では、合理主義の背後にある知識観を概観したうえで、これとは異なるアプローチ
を検討する。この方向にそった具体的議論の展開は次章以下の課題である。 
論理学者のＡ・タルスキーは、意味論的観点から「真理」を次のように定義した。 
 
言語Ｌにおいて「雨が降っている」が真理なのは、雨が降っているとき、そしてそのと
きだけである。 
 
カール・ポパーはこれを伝統的な真理の対応説の現代的復活であると解釈し、積極的に
支持した。その背景には、実在論を保持したいという彼の意図があった。知識を中立的な
実在の映しとみなし、実在との対応ないし一致によってその真偽が判定される、という考
えは、それ自体としてみれば、ごく自然なものと言える3。 
 しかし、実在との対応だけが知識に関わる問題のすべてと考えられるようになると、真
理だけが知識の価値をはかる尺度とみなされることになる。さらに、もう一つの注意すべ
き考え方は、実在は一つであるという、なかば無自覚的ともいえるありふれた観念である。 
これら二つの観念が結びつくと、一人一人に応じて多様な真理がある、という考えは認
められなくなる。知識は実在と一致しなければならないのであり、その実在は一つなので
あるから、真なる知識もまた一つしかありえない。多様な人々が、その多様性に応じて異
なる真理を持つことは、これら二つの観念の支配下では論理的に不可能なのである。これ
                                                  
3 たとえば、Popper1972, chap.2 など。 
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が「実在論」と「真理」という、二つの概念によって作り出される基本的構図にほかなら
ない。 
 この構図は、わたしたち一人一人の特殊性や多様性を扱う上で、決定的な働きをしてき
た。それは多様で雑多な考えや判断に決着をつけ、その中から一つだけ正しいものを選び
出すという働きをしてきたのである。むしろ、この構図のもとでは、多様な見解が多様な
まま知識としての資格を得ることはありえない、と言ったほうがいいかもしれない。知識
や認識として認められるのは多様な見解の中で一つだけであり、それ以外は誤謬として斥
けられるのである。 
 この図式にあっては、どのような見解も「真理」と矛盾することは許されない。許され
るとすれば、それは実在の把握という目的を放棄したものだけである。真理という特権を
要求しないもの、すなわち、おとぎ話や神話やフィクションなどはそのままの形でも存在
を許されるが、真理を目ざすものが多様性を維持したまま共存を認められることはない。
知識として認められるためには、あくまでも争い、真理の座を獲得しなければならない。 
 ところで、科学理論は仮説に他ならないと主張するポパーにとっては、こうしたことは
当てはまらないと指摘されるかもしれない。しかし、状況は同じである。ポパーの立場は、
たとえ真理に到達できないとしても、真理への接近の程度は判定できる、とするものであ
り、もっとも真理に近いものが最良の知識として選別される。知識の候補者たちはここで
も互いに競合し、決着をつけられなければならないのである。 
 科学理論(知識)が互いに競合し、真理だけが、あるいは真理にもっとも近いものだけが
生き残るという考えは、伝統的な合理主義の骨格ともいえる考え方である。競合と決着、
この二つの可能性が合理性の可能性そのものと考えられている。この点は、「決定実験」に
与えられてきた重要な役割を考えれば理解できる。原理的に、という譲歩はつくが、競合
する複数の理論から実験や観察を通じて最良の理論を割り出せることに、科学の合理性の
根幹があると考えられてきた。ポパーが厳しいテストの重要性を説いたのも、同じ脈絡に
ある。虚偽を可能な限り排除するということも、一つの決着のつけ方にほかならない。 
 この決着可能性は、知識の進歩という考えの基盤にもなっている。歴史上に生じた競合
に最終的に決着がつけられることで、知識は次のステップへと進むことが可能になる。決
着がつかなければ知識はその場に停滞するだろう。進歩が知識の合理性をはかる尺度であ
るならば、競合と決着こそ認識の合理性の核心にほかならない(植木 1982)。 
しかし、反対に言えば、決着がつけられない場合、この合理性は崩れるということであ
る。したがって、非合理主義に陥るのを防ごうとすれば、決着不可能という事態は何があ
っても避けなければならない。こうした不安は、合理主義者たちがいわゆる相対主義者た
ちに加えた批判に見てとることができる。「何でもかまわない」はあらゆるものの差異を消
失させ、合理性を破壊する、と言われてきた。未決着状態はナチスのような暴力さえ許し
てしまう、相対主義はそれほど恐ろしい思想である、とさえ言われることもある(たとえば、
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Koertge1991、さらに植木 1998 参照)。ここからは、未決着状態が「理性」に対して持つ
深刻さが見て取れる。 
 
１-2 知識の普遍化と「われわれ」 
異なる知識が互いに競合し、真偽の決着をつけられる、という考えは、真理は普遍的で
ある、という考えと一体である。知識は二重の意味で普遍化していく。 
まず、世界が一つである以上、真理も一つでなければならない。したがって、人々がそ
れぞれに持つ多様な見解は競合と決着を経て一つに集約されることになる。これとことな
る見解を表明することは、虚偽として批判され、排除される運命にある。対決を生き延び
た知識は、それを主張する人間だけでなく、あらゆる人々にとって、真理なのである。反
対者たちも、競合にいったん決着がつけば、「真理」を受け入れなければならない。こうし
て知識はすべての認識主体に普遍的に妥当することになる。同じ対象についてそれぞれが
異なる知識を持つということは、この図式のもとではありえない。 
 第二に、知識は対象領域をしだいに拡張していくという意味で普遍性を獲得する。かつ
ての累積的進歩観のように、古い理論の上に新しい理論が積み上げられていくという考え
をそのまま支持する人間はいないかもしれない。なるほど、理論が競合し対立するのは両
者が互いに矛盾しているからであり、一方が他方をそのまま吸収することはできない。し
かし、科学の合理的進歩とはなんらかの形で古い理論を新しい理論の中に取り込む過程で
あり、新理論が適用範囲を拡大していく過程であるとも考えられている。たとえばポパー
にしても、新しい理論は古い理論より経験内容が豊かでなければならないと主張した。新
しい理論は、古い理論を内部に取り込み、古い理論の成功だけでなく、その間違いも説明
できなければならない、というのである。 
 こうして、科学が進歩するにつれ、理論はその普遍性の度合いを高めていくことになる。
そして科学者や哲学者たちは、こうした知識の勢力拡大を進歩として歓迎してきた、むし
ろ、熱望し積極的に推し進めようと努力してきた。論理実証主義者たちがかつて提唱した
統一科学の理念も、これと同じ方向性を持つ考え方とみなせる。単一の総合的体系として
普遍的に成立する真理、という観念は、単一の実在という考えからの当然の帰結にほかな
らない。 
普遍化の過程で知識はもっぱら対象(object)との関係を重視され、主体とのかかわりは背
後に押しのけられる。知識には客観性(objectivity)が求められるということである。その結
果、単一の対象に対応して知識がひとつに統一されるだけでなく、同時に、認識する諸主
体も一つに統一され、あたかも主体は一つしか存在しないように扱われることになる。わ
たしたち一人一人が持つ特異性や個別性は知識の領域には侵入しない。主体(subject)の特
異性に起因する多様性やバラつきは、知識の妥当性を脅かす主観性(subjectivity)として、
意図的に排除されるのである。ここでは、認識する多様な主体はまとめて「われわれ」と
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して処理される。どれほど多くの人々がいようと、そうした人たちの見解がどれほど多様
であろうと、原理的にはただ一つの「主体」が、実在という単一の「客体」と向き合う、
という図式がここに存在する4。 
 
1-3 知識の有用性 
 知識はもう一つの別の側面からも論じられてきた。それは有用性という側面である。知
識は人間の活動にとって重要な手段であり、力になると考えられてきたのである。フラン
シス・ベイコンに帰されている有名な言葉や、真理は有用性によって決まるとするプラグ
マティズムはその典型だろう。 
ポパーの中にもこの側面ははっきりと見てとれる。それは生存のための知識という考え
方にほかならない。ポパーは、知識が生き延びるための重要な手段であることを、しばし
ば強調している。適切な知識を欠く生き物は、生存に必要な食料や安全を確保することが
できない。知識は生命にとって有用なのである(植木 2002)。 
 真理と有用性は知識について言われる二つの特性にほかならない。真理を独立の価値と
みなす人々は、有用性によって知識の価値をはかろうとする人々をしばしば非難してきた。
たとえばホルクハイマーやアドルノはプラグマティズムをきびしく批判した(ホルクハイ
マー1987、53 以下など）。一方で、知識の有用性を重視する人々は、なんら実際的結果を
生まない真理を無意味だとみなした。このようにこの二つの観念は多くのばあい敵対的な
観念だが、しかし互いに無関係ということではない。両者はしばしば互いに結びつき、一
方の立場を主張する言説の中に、もう一方の考え方が忍び込んでいる場合も見られる。そ
の結び付き方は微妙で複雑であり、二つの考え方の歴史的背景を探るのも興味深いことだ
が、いまはこの問題には立ち入らない。 
 知識が人類にとって有効な力になるという考えは、先に述べた統一的主体の観念と結び
ついている限り、たいへん頼りがいあるものに見える。統一的主体としての知識の持ち主
とはいわば「人類」全体であり、人類はこの知識を使って対象に立ち向かい、自然を利用
                                                  
4 ところで、ポパーが知識を精神（世界 2）から切り離し世界 3 として自律させたことは、
この点で興味深い問題をはらんでいる。認識主体と知識とが別々の世界に切り離されるこ
とで、知識の統一は諸主体の統一を前提せずに成立可能になるからである。単一の実在(世
界 1)に対応して普遍的な知識の世界(世界 3)が自律的に成立するとしても、それを生み出
す人々(世界 2)は多様なままでかまわない。したがって、世界 3 によって知識の客観性を
守ろうとしたポパーのやり方は、少し角度を変えてみれば、知識の単一性と主観の多様性
を整合させようとする試みと理解することもできる(Popper1972,chaps.3-4 など)。 
 とはいえ、世界 3 を自律させることが、知識を世界 2 としての精神から遠ざけることは
確かである。知識はもはや主体の意のままになるものではない。世界 3 はそれ自体の論理
で展開していき、そこには世界 2 の多彩さや雑多さは介入できない。知識そのものから多
様性が排除される点は、これまでの二元論的な立場と変わりない。ここでもまた主観の特
異性や多様性は知識の妥当性から切り離されている。 
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して生活を改善することができる。しばしばベイコンに帰せられる観念はこうした期待に
裏打ちされたものだろう。また多くの人々が今日、科学研究を奨励するさいにも、同様な
論法が用いられている。こうして一体のものとして理解される限り、知識は人類の一員で
あるわたしたちにとってたいへん頼もしいものに見える。 
 もちろん、知識がいつでもうまく働くとは限らない。あてにしたほどの有効性を発揮し
ない、あるいは人類にとって危険な知識が生み出される、といった場合もあるだろう。し
かし、それは知識の有用性がまだ適切に発揮されていないということであって、有用性と
いう考え自体が否定されるわけではない。トラブルを生み出した知識は、この点で不完全
なのだから、いっそうすぐれた知識を目指してさらに努力すればよいということである。 
 ところで、こうした集合的主体と単一的実在という二項対立的な図式のもとでは、「人類」
共通の能力にもとづいて世界を適切に認識すれば、おのずと普遍的で単一の真理が把握さ
れ、見解の多様性は自然に収束することになる。もしも真理が目の前に開かれているのに、
なおも人々が真理を理解せず、それとは異なる見解を保持し続けるとしたら、そこには真
理の把握を阻害する何か特別な理由がなければならない。その何かとは、知識に干渉する
外力といえる。こうした力が作用することで、知識は歪められ、本来たどるはずだった正
しい道のりを進むことができなくなる。「主観」による「歪曲」は、そういった外力の典型
と考えられてきた。 
 
1-4 さまざまな主体 
これまでは、「単一の実在」→「単一の知識」→「単一の主体」という流れで合理主義の
議論を検討してきた。以下では、この議論を反転し、その終着点からこの道筋を検討し直
してみたい。ただし、諸主体が最初から統一されているとは考えない。「主体は多様である」
ということを出発点にして、この議論を見直すとどうなるか、ということを考察する。こ
うすることで、状況は大きく異なって見えてくるだろう。 
この前提はけっして唐突なものではない。諸主体が統一されているという暗黙の了解に
は何の根拠もないし、何より私たちはみな一人一人別々の人格で、その人格の多様性に応
じてさまざまな生き方や考え方をもっている。当然、その多様性に応じて利害は異なり、
単一の事柄についてもしばしば意見を異にしている。一人一人が異なっているということ
から出発する方が、わたしたちにとって自然にも思える（現在の科学論からすれば、「主体」
という言葉さえ適切でないかもしれない。知識には人間だけでなく、論文や器具や制度と
いった千差万別の「アクター」が介入してくるのである）。 
 人類が諸主体に分裂すると同時に、「知識」もバラバラに分裂する。それぞれがそれぞれ
に応じた見解を所有し、「知識」を主張することになるのである。別々の認識主体がもつさ
まざまな見解が最初から一致しているわけではない。それらはしばしば互いに矛盾してい
ることもある。矛盾や対立どころか、比較そのものが不可能なほど隔たっている場合もあ
12 
 
るだろう。多様な主体のそれぞれに応じた多様な見解が存在することになる。 
 その際、多様な見解が多様なままで知識として認められれば、そこに決着の必要性は生
まれない。しかし、合理主義の立場からすれば、多様な見解は真理と虚偽とに仕分けされ
なければならない。仕分けされた見解にはそれぞれ異なる持ち主がいる。結果として、知
を持つものと、持たざるものという非対称的関係が生まれることになる。それは知と無知
の対立と呼び換えてもよい。 
科学が進歩し、知識の「高度化」が進めば進むほど、この非対称性は強まるだろう。そ
れは専門家と非専門家の分裂であり、あるいは高度な科学技術国家とそれ以外の国々の二
極分離といった現象にほかならない。 
もちろん、あくまでも知識を人類の共有財産とみなし、人類を一体のものと考え続けれ
ば、この分裂も無視できるものとなる。この場合、知識はひとびとに等しく所有されるは
ずであり、ひとりひとりの知識のバラつきを考慮に入れる必要は原則としてない。たとえ
バラつきがあるとしても、知らない者は知っている者に判断をゆだねればよいのであり、
その際に「知識人」や「専門家」の信頼性や能力が問われることがあっても、それは個人
の問題であって「知識」の本質に関わるものではない。 
 しかし、実際には、知識のバラつきはわたしたちひとり一人の利害と密接に結びついて
いる。残念ながら、わたしたちの利害はバラバラである。一人一人の利害が異なれば、そ
れに応じてわたしたちが知識を用いる方向も異なる。ここでは、人類をあたかも一体であ
るかのように「われわれ」と安易に一括りにすることはできない。 
したがって、知識を論じるには、いったい誰の、どのような知識か、という点を考慮す
る必要がある。ある人々は知識の力を用いてますます力を強めるだろうが、そのことによ
って他の人々は窮地に陥るかもしれない。知識の力は、自然に対してだけでなく他の主体
にも作用している。有用な知識が人類を幸せにするとしても、その「人類」はすべての人々
ではなく、「かれら」にとって有用な知識は「わたしたち」にとっては有害であるかもしれ
ない。 
 このように、知識の有用性という問題を考えるには、もはや「人類」や「われわれ」に
とっての価値を論じるだけでは不十分である。「われわれ」がいったいだれで、新しく生ま
れる知識がだれにとって価値があり、だれにとって不利益を産み出すか、多様な主体との
関連で考えていかなければならないのである。 
 こうした状況では、知識の進歩という観念もまったく別の様相を帯びることになる。こ
れまで進歩は歓迎すべき出来事だった。しかし、不均等に所有された進歩は、不均衡の拡
大ももたらすだろう。たとえば、科学が進歩し専門分化すれば、非専門家には理解できな
い領域が広がり、ひとびとは専門家に知識の所有権を明け渡さなければならない。さらに
科学技術がその力をいかんなく発揮し、社会や生活の隅々まで行きわたれば、それだけわ
たしたちの生活は自律性を失っていく。専門的知識が普遍性を帯びれば、そこから帰結す
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る問題について非専門家が独自の判断をくだすことは、たんに困難なだけでなく、非合理
的なこと、あるいは非合法的なこととして許されなくなる。知識が社会化され、諸主体の
相互関係の中でとらえなおされ、諸主体間の相対的観念として理解されると、ある部分で
の「知識」の拡大はほかの部分での「無知」の拡大を意味することになるのである。 
 専門家と非専門家の関係は固定的なものではない。ある分野の専門家もほかの分野では
非専門家である。したがって、いま問題にしている不均衡は固定的階層どうしの争いでは
ない。知識の前進による無知の拡大は、誰にでも起こる問題である。知識が「高度化」し
細分化すれば、それだけ一人の人間が知りうる範囲はせばまり、全体を見渡すことは困難
になる。「人類」の知識の進歩は個人の「無知」を拡大するのである。 
さらにこのことは、「無知」の拡大が個人の問題にとどまらず、人類の総体に対して問題
を生み出すことを意味している。個人の無知の拡大は、分裂した各領域を有機的に結びつ
けることも不可能にする。たとえ有用な知識があったとしても、その有用性が発揮されな
い、あるいは有害性が理解されない、といったことが構造的に起こるかもしれない。たと
えば、ＢＳＥ問題について、こうした事例がすでに報告されている。結局、知識の「高度
化」によって、個人だけでなく「人類」全体もまた知識から疎外されることになるだろう。 
知識の拡大が続けば、ひとりひとりの人間はそれだけ相対的な「無知」化を受け入れな
ければならない。知識が有用であれば、無知はその利益をうばわれることを意味する。し
かし、そのことによって不利益をこうむることは避けなければならないとすれば、貧困や
人種などの理由によって人間の基本的権利が奪われないよう配慮しなければならないのと
同様に、「無知」であることによって権利を奪われたり、不利益や差別をこうむったりする
ことのないよう、その方策が検討されなければならないことになる。 
 
1-5 普遍的理性の作用 
ところで、こうした知識と無知の境界はどのようにして生まれるのだろうか。主体が実
在を虚心坦懐に見つめれば、自ずと単一の真理へとすべてが収束していくわけではない。
ここでは、それぞれの主体に応じて多様な方向に知識が作用している。「われわれ」が多数
のひとびとに分割された以上、そこには真理を主張するさまざまな「知識」が存在するこ
とになる。 
これまでの観点からすれば、こうした状況に対して「理性」は決着をつけなければなら
なかった。先ほど述べたように、理性にとって未決着状態は見過すことのできない事態な
のである。では、いったいどうやって決着をつけるのか。多様な見解の中からどうして一
つを選び、真理として認定するのか。 
実在との対応がこれまでの説明だった。しかし、多様性をありのまま受け入れると、こ
の説明で決着はつかない。多様な見解がそれぞれ実在との対応を主張するのであるから、
そもそも単一の実在を固定できないのである。なるほど、互いの争いに決着がつき、「本当
14 
 
の」対応が確定された後でならば、｢真理｣が決定され、実在の姿が判明し、実在との対応
を真理の尺度として持ち出すことができる。しかし、それぞれが自分の真理を主張してい
る時点で、いったいどのようにして「実在」を確定したらよいのか。この状況では、「普遍
性」もまた、多様性の中の一つにすぎない。 
それでもなお、どうしても決着をつけようとするなら、そこに実在や真理とは別になん
らかの作用を想定しなければならない。この作用の働きによって、競合する見解に決着が
つけられ、（たとえ暫定的なものであれ）真理が確定し、特定の知識が普遍的妥当性を主張
することになるのである。この外部要因は真理の認識を阻害する攪乱因子ではなく、「真理」
そのものを決定する基盤にほかならない。これを可能にする力によって、競合していたさ
まざまな見解は「たんなる」臆見として退けられ、知識として権利を奪われるのである。
では、知識と無知の境界を生み出すこの力はいったいどのようなものなのだろうか。 
ひとたび一つの見解が知識の地位を獲得すれば、それは実在を裏づけとして、他の見解
による知識の標榜を禁ずることが可能になる。そして、このことをとおして、知識はもう
一つの力を獲得する。一般に知識の有用性として理解されているものを、知識そのものに
備わった力という意味で「自然的力」と呼ぶとするなら、これは「社会的力」とでも呼ぶ
べきものである。あるひとびとにとってどれほど有用な見解であっても、真理をめぐる競
合に敗れ、正当性の領域から排除されてしまえば、知識として社会に流通することはでき
ない。利用されなければその有用性も発揮できない。結局、知識として認められたものだ
けが、知識としての力を行使できるのである。これは抽象的な議論ではない。現実に、科
学のお墨付きを得られない見解は、多くの領域でその利用が禁じられている。 
 このように考えてみれば、諸主体間の知識の不均衡は、たんなる知識の量と質の不均衡
ではない。知識としての権利と義務の不均衡でもある。専門家であることは知識を主張す
る権利をもつことであり、非専門家であることはそれを奪われることである。知識の所有
権をうしなった者は知識の力を行使できないだけでなく、権利を持つ者の力にすがらざる
をえなくなる。 
「合理的」であるためには、知識の主導権争いに決着をつけなければならない。そして、
真理が普遍的であるとすれば、この決着も普遍的である必要がある。すべてはこの「真理」
と対決させられ、排除される。理性の核心的部分では、こうした競合と排除の力が作用し
ているのである。 
しかし、当然ながら、排除される側は真理への従属を簡単に受け入れはしないだろう。
自己の存在をかけて抵抗するにちがいない。いわゆる「文の抗争」がもたらされる(リオタ
ール 1989)。 
ところで、なぜ知識は競合しなければならないのだろうか。競合しあう見解が互いに異
質なままに共存することはできないのか。あるいは、普遍的決着をつけることなしに、な
お理性的であることはできないのか。 
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もちろん、これは何事も放置すればよい、ということではない。わたしたちは自分に必
要な真理を見極め、虚偽を排除する必要があるだろうし、何が有用で何が有害か慎重に見
極めていかなければならない。しかし、その見究めが普遍的な真偽の境界線につねに一致
する必要があるだろうか。普遍的な真理を誰もが等しく受け入れなければならない、ある
いは、普遍的理性によって排除されたものを受け入れてはならない、という理由はいった
い何なのだろうか。 
少なくともこれまで哲学の世界で論じられてきた知識の理念は、普遍性を支持してきた
ように思われる。そこでは、個別的で主観的な見解がそのままの形で知識として認められ
る可能性はなかった。知識が普遍性を標榜する限り多様性は認められない。いっぽうで多
様性を認めれば、知識は崩壊したものとされる。相対主義は知識の成立基盤を破壊すると
考えられたがゆえに、議論のはじまりから排除されてきたのである。 
ところで、このジレンマが多様性の側の問題でなく、理性の側の問題に起因するとは考
えられないだろうか。それができれば、わたしたちは一人一人の個別性にかなった多様な
見解を「知識」として保持することができる。そのためには、個別性や特異性にねざした
新しい「知識」の理念が必要となるだろう。理性が普遍性に固執しなければ、それはまっ
たく不可能ではないように思える。この可能性を検討していくのが、次章以下の課題であ
る。 
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第 2 章 多様な知識の可能性 
 
アブストラクト 
本章では「主体の多様性に応じた多様な真理」の可能性を、具体的事例を用いて明ら
かにする。そのような知識の一例としてアフォーダンスに関する知識を検討する。ア
フォーダンスに関する認識は、客観的でありながら、なお主観の多様性に応じた知識
の一例と言える。しかし、この種の認識は従来、正統な知識として認められてこなか
った。このことから、知識の成立が対象との一致だけでなく、社会における承認にも
依存していることが読み取れる。 
 
2-1 知識と相対性 
知識の相対性をめぐる問題は古くから哲学の重要なテーマの一つだった。しかしその論
争の中で相対性はつねに否定的に理解されてきたように思われる。反論する者だけでなく、
同意する者にとっても、それはしばしば知識の不成立や欠如を意味してきた。 
伝統的実在論からすれば、「相対的な知識」という観念そのものが、実在の認識という哲
学の基本図式と矛盾している。実在は一つであり、その実在についての真なる認識もまた
一つでなければならない以上、主観や社会やパラダイムに応じて多様な知識があるという
観点は成立不可能なはずである。近年、科学的知識をめぐる論争で話題をさらった物理学
者は、「正しい答えを追い求めている」科学者にとって、知識の相対性はその定義からして
容認できない、と主張している(ソーカルとブリクモン 2000、130)。彼らにとって、相対
的知識と言われるものは単なる思い込みであり、そもそも「知識」の名に値しない。 
なぜなら、互いに矛盾する複数の見解を世界に関する正当な知識としても認めてしまえ
ば、世界そのものが複数あるという奇妙な結論に至らざるをえないからである。多様な主
観の数に応じた多数の世界が存在するとして、はたしてそれらは客観的な実在と言えるの
だろうか。実際、ある合理主義者は、「相対主義は繰り返し客観的な実在とか真理は存在せ
ず、存在するのは、ただ主観的な実在のみであると、あるいは、主張の所有者、つまり、
個人、社会、時代に特有な真理のみであると主張してきた」と考えている(小河原 1993、
210)。また、これと反対の立場から科学理論のパラダイム依存性を指摘したトマス・クー
ンも、科学革命を説明しようとして、これを世界そのものの転換に喩えざるを得なかった
(Kuhn1962, chap.10)。真理を追い求めるかぎり「相対的な知識」という表現はほぼ形容
矛盾に近く、反対に相対性を受け入れれば、単一の実在という観念が危機に立たされるの
である5。 
                                                  
5 さらに、知の相対性に対する典型的な批判は、それが真理と虚偽の区別を曖昧にし、あ
らゆる差異を消し去ってしまう、という批判である。たとえば、N.Koertge(1991)参照。
合理的判断を不可能にするという批判も数えきれないほど多数あるが、たとえばポパーは、
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伝統的な考え方にしたがえば、認識は対象(object)の認識であり、主観(subject)の事情に
影響されず、対象に忠実であること、つまり「客観的(objective)」であることを求められ
る。ところが、相対性の観念は認識が主観(subject)と一定の関係をもち、主観の特異性に
よって影響される、すなわち「主観的(subjective)」であることを意味する。どのような見
解も、それが相対的であるかぎり正当な認識とは認められない。 
この観点からすれば、同一の対象について真理は一つでなければならない。それゆえに
また、真理は主観や状況の特異性に影響されず、あらゆる場面で普遍的に妥当しなければ
ならない。こうした理念のもとに、近代的知識は個別的データを法則に整理し、これをさ
らに一般理論のもとに包摂することで普遍的な妥当性を主張してきた。このプロセスは研
究者自身の言葉によっても裏付けられる。たとえば、ある生物学者は次のような表現で、
科学の発展をたたえている。「説明力と適用範囲を着実に増していく一般言明によって個々
の事実は包含され、それゆえある意味で消し去られる。その結果、〔…〕我々は単称事例の
重圧や特殊の専制から次第に解放され」てきた6。 
しかし、実際には、普遍的に妥当する客観的知識という理念は実現されてこなかった。
知識の基礎づけの歴史は基礎づけの破綻の歴史だったと言えるし、互いに対立する理論や
主張はいまも数多く存在する。普遍的妥当性を標榜する科学理論が仮説にすぎないという
考えや、一般法則はつねに例外や変則の大海を漂っているという指摘も、今日では広く受
け入れられている。 
さらに、実際に知識が用いられる場面では、普遍的な法則や理論の適用よりも、事例や
対象の個別性が重要な意味を持つ領域もある。たとえば医療の現場では、医学理論の普遍
的妥当性より、目の前の特定の患者の状態が優先される場合があるだろう。あるいは最新
の技術が、理論の適用によってではなく、実験の繰り返しによるノウハウの蓄積によって
実現されることも多い7。そして何よりも私たち一人一人は、つねに特殊で個別的な存在と
して、それぞれ独自の判断によって世界に立ち向かっている。そうした判断は時には互い
に矛盾していたり、特定の主観や特殊な環境でしか妥当しない限定性を持っていたりする
だろう。伝統的な観点からすれば、これら相対的な判断は正当な知識としての資格を得ら
れず、単なる思い込みとして退けられることになる。 
以下では、知識(真理)は単一かつ普遍的である、という考え方に対して、主観や状況に
相対的で、多様で個別的な知識の可能性について検討する。知識の多様性は対象の同一性
                                                                                                                                                  
「……相対主義者になる。つまり、異なるフレームワークが存在し、それらの間の合理的
討論は不可能であり、したがって合理的選択もありえないと言うのである」と述べている
（ポパー1998、116、さらに植木 1998）。 
6 Peter Medawar, The Art of Soluble, London, 1967, p.114. 引用は、ファイヤアーベント
(1992、37)より。 
7 あるエンジニアは、「余りむずかしい理論は振り回さない」ことを、理想的工学デザイナ
ーの条件としている。テリーとベーカー（1975、 15）参照。  
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と矛盾しないだけでなく、むしろ主観に相対的であることによって一定の客観性を保ち、
主観(主体)にとって意味を持つ場合があるように思われる。認識主観から独立の客観的知
識というものは、さまざまな認識形態の一つに過ぎず、真理をあらわす唯一の形ではない。
普遍的な知識という理念も、多様な認識のあり方の一側面を表わした特殊な知識の理念に
すぎないのである。 
 
2-2 知識の多様性と実在の単一性 
相対的な知識という考えが容易に受け入れられない背景には、実在も真理も一つである
という観念が横たわっていると思われる。まず、この思い込みを解きほぐすために、ごく
素朴な事例を考えてみよう。たとえ実在が一つだとしても、真理は一つにならない。むし
ろ、実在が単一であるなら、主観の多様性に応じて知識は多様になるはずである。 
目の前に一つの対象、たとえば、一台の自動車があるとしよう。伝統的な観点からすれ
ば、このクルマについての認識は、誰にとっても同一でなければならない。全長 4.0m と
いう事実は認識主観の多様性にかかわらず不変の真理である。4.1m や 3.9m という見解が
あったとすれば、それらは対象を正しく反映しない誤謬であり、主観がつくりあげた思い
込みにすぎない。 
しかし、実際には、対象を見つめる複数の人間は、それぞれ異なる角度から対象を見て
いる。一人一人の目に映るクルマの姿は同じではない。見る角度によって、あるいは光の
あたり具合によって、場合によってはその人の感情や嗜好に応じて、少しずつ違った姿を
見ているはずである。 
もちろん、伝統的な立場は、こうした多様性を認識の差異ではなく、主観に対する実在
の「現われ方」や「見え方」や｢現象｣の違いにすぎないとすることで、知識の相対性をし
りぞけてきた。これらは知識ではなく臆見である。真理ははかない現象についてではなく、
その背後にある確固とした実在に関するものでなければならない。現象と実在を区別する
ことで、主観への多様な現われは知識としての資格を奪い取られてきたのである。 
たとえ感覚経験を知識のみなもとと考える現象主義的立場にあっても、知識の本体は感
覚そのものではなく、そこから構成される一般的で抽象的な何かとされる。多様性や相対
性は混乱や誤謬の兆候として弾劾され、観察者の個別的理解は知識の領域から排除される
のがつねであった。 
しかし、多様性や相対性は本当に混乱や誤謬の兆候なのだろうか。なるほど、真理は一
つという観念にあくまで固執するならば、その通りかもしれない。しかし、私たちの認識
の在り方を振り返ってみれば、むしろ多様性や相対性があるからこそ対象や実在の同一性
が理解される、と言える場面が多いことに気づかされる。 
わたしたちの日常にあって一台のクルマを複数の人間が眺めている状況では、それぞれ
の見方や理解が異なっても対象の同一性が脅かされることはまれである。むしろ一人一人
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の立つ位置が違えば、それに応じて見え方が違うのが当然であって、一人が丸いテールラ
ンプを、もう一人が四角いフロントグリルを見ているとしても、同じ一台のクルマである
という理解は妨げられない。別々の位置から同一の対象をながめた時、対象がまったく同
じに見えることは通常ありえず、むしろ互いの見え方に違いがあるからこそ、同一の対象
を見ていることが了解されるのである。別の位置から見ているのに、対象がまったく同じ
に見えたとしたら、わたしたちはかえって混乱してしまうだろう。 
日常的脈絡で対象の同一性を理解できるのは、単一の客観的真理を共有しているためで
はない。むしろ見え方の違いが主観の立ち位置の違いを補正し、対象の同一性を保証して
いるからである。見え方にまったく違いがないとすれば、それは同じ位置から同じ時刻に
同じ人物がその対象を見ているとしか考えられない。しかし、たとえ同じ対象を同じ時刻
に見たとしても、物理的にまったく同じ位置に二人の人物が立つことは不可能だから、多
様性や特異性が完全に解消されることはありえないのである。 
それでもなお、まったく同一の認識に固執しようとすると、どうなるだろうか。それは
主体の多様性や特異性を消去することではないだろうか。とすれば、真理の普遍的単一性
という観念は、このような消去によって成立する観念だということではないか。 
もちろん、個々の観察者の理解や見方の違いが、視点や立場の違いによってつねに補正
され、解消されるわけではない。たとえば、フロントグリルとリアランプの違いは、二人
の立ち位置の違いによって補正されるだろう。しかし、同じ車を一人は「美しい」と言い、
もう一人は「醜い」と感じる場合、立ち位置の違いだけでこの不一致は解消しない。立場
を入れ替えても、なお二人の見解は対立したままかもしれない。 
立場の違いによって補正が可能なら、それは世界の認識とみなしてよいだろう。しかし、
あくまで補正が不可能であれば、その理由は個人の側に求める方が都合よいように思われ
る。そこで伝統的認識論は、こうした食い違いを「主観的」領域に追いやることで、「客観
的」認識と区別してきた。あくまでも解消しない食い違いは、個人の特異性に起因するも
のとして、普遍性の領域から除外してきたのである。 
そのいっぽうで、こうして主観性の領域に追いやられたものには独自性や特異性や多様
性を認めてきた。つまり、こうした領域でのみ、私たち一人一人がそれぞれの独自性を持
つこと、互いに代替可能ではない、掛け替えのない存在であることを認めてきたのである。
しかし、反対に言えば、こうした多様性や特異性を認識活動の外部に排除することで、普
遍的で客観的な知識という領域が形成されてきたといえる。 
たとえば、数値化を考えてみよう。「全長 4.0m」といった数値化された事実は特異性や
多様性と無関係である、としばしば主張される。なるほど、数値化された知識は主観の多
様性に依存しない。しかし、ここで注目すべきなのは、知識を数値化することで、知識に
対して一つの操作が加えられ、多様性やバラつきが刈りそろえられ、形を整えられていく、
という事実である。つまり、数値化とは多様性や特殊性を取り除く作業そのものと考えら
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れるのである。こうした作業を経て、普遍的で同一的な知識が成立する。その結果として、
「全長 4.0m」は「普遍的」になった。 
しかし、なぜそのような作業が必要なのだろうか。ここで考えければならない点は、こ
の作業が行われる理由であり、そのもたらす結果である。とくに、この作業を通じて多様
性や特殊性とともに取り除かれものが何か、それが取り除かれることで何が起こっている
か、という問題である。 
もちろん、普遍的な知識が個別的対象をまったく扱わないわけではない。以下で見るよ
うに、普遍的法則は個物を、変項への代入事例として取り扱う。しかし、普遍の一事例と
しての個物からは普遍性に関わらない部分がはぎとられ、個はあくまで普遍的法則の型枠
に収まるかたちでしか扱われない。個としての特異性は互換可能な単位に転換され、普遍
を構成する一要素として意味を与えられる。そこでは、立場も視点も関心も特性も欠いた
普遍的「真理」だけが知識の理想とされるのである。 
普遍的な単一の真理という観念はこうした抽象化や限定の結果として生み出された観念
にほかならない。しかし、そこから生まれた知識の観念は、認識の多様性や相対性をめぐ
る議論にさまざまな混乱をもたらしているだけでなく、わたしたちの知識が持つ広がりや
豊かさの多くを犠牲にしているように思える。いずれにせよ、「客観的」知識を生み出すと
される研究者も含めて、わたしたちは誰もが具体的な個人であり、特定の立場に立ち、一
定の視点から、個性にしたがってものを見、世界と切り結んでいる。そうした特異性を離
れてわたしたちはありえない。であれば、特異性を切り捨てた知識の観念からではなく、
「相対的で」「主観的で」「個別的な」観点から知識の可能性を再検討することも十分に意
味をもつはずである。 
 
2-3 主観的で客観的な知識 
 知識は真なる見解でなければならない。そのため知識としての妥当性は対象とのかかわ
りによって審査されてきた。しかし、主観とのかかわりがあって始めて妥当性を問える知
識もある。この点について、「アフォーダンス」に関する一つの研究が示唆的である8。 
走り高跳びのポールとバーと同様な実験装置があり、7 メートルほど離れたところに被
験者がいる。その被験者に実験装置のバーをどのように通過するかと質問する。彼女ない
し彼はバーの高さを勘案して「またぐ」か「くぐる」かのいずれかに答えるだろう。この
判断は、実際にバーを通過する前に、離れたところからなされるのだから、あくまで被験
者に相対的な「主観的」判断である。同じような質問を、バーの高さを少しずつ変えて繰
り返すことで、その人物の「またぐ」と「くぐる」の判断の分かれ目を確定することがで
きる。この高さは「見ただけの臨界値」と呼ばれる。「またぐ」と答えても、実際にはまた
                                                  
8 以下の実験は、正高信男(2000)にもとづく。 
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げないこともありうる。 
次に、同じ被験者にバーを通過してもらい、実際にまたげるかどうかを確認する。やは
りバーの高さを変えて繰り返し実験することで、実際にまたげる高さの最高値が確定され
る。これは「実際の臨界値」と呼ばれる。 
 離れたところからなされた「主観的」判断と、実際に確かめられた「客観的」事実とは
かなりの食い違いを生じると思われるかもしれない。ところが、数多くの被験者について
両者の値はほぼ一致した。誰もが 7 メートル離れたところから自分のまたげるバーの高さ
を正確に見抜いたのである。 
 被験者は一人一人身長や体型が異なる。したがって、それぞれが実際にまたげる高さ、
すなわち実際の臨界値も当然バラバラである。各自の臨界値は、たとえば 85cm、78cm、
70cm といった具合に一人一人異なるだろう。それに応じて、同一のバーについて、また
ぐかくぐるかの判断も一人一人異なる。この判断は各被験者に「相対的」で「多様」な、
「主観的」判断である。しかし、多様だからといってそれぞれが異なる複数のバーを見て
いるわけでも、主観的だからといって対象と無関係な思い込みや誤謬というわけでもない。
それどころか、二つの臨界値の一致は、バーの高さについて誰もが正確な認識を持ってい
ることを意味する。各自の判断がみな的確であるとすれば、ここには同一の対象をめぐっ
て、認識者に応じた多様な知識が存在すると言えるのではないか。 
 さらに実験を進めることで、実際の臨界値が各人の脚の長さと関係していることが明ら
かになった。ほぼ例外なく、臨界値は被験者の股下から床までの長さに対して 1.07 倍とな
ったのである。この数値をわずかに超えると、年齢や性別とは無関係にまたげなくなる比
率が急激に高まる。バーの高さが「股下×1.07」を少しでも超えると、被験者はバーを落
としたり、片足だけ超えて動きが取れなくなったりしてしまうのである。 
このわずかな違いを被験者たちは 7 メートル離れた地点から見抜いていた。バーの高さ
が股下×1.07 のとき「またぐ」と答えた人が、バーを 1.08 にあげると「くぐる」と答え
る。0.01 の違いは股下 80 センチの人にとってわずか 8 ミリの違いにすぎない。7 メート
ル離れた地点から、ただバーを眺めただけでは認知できない差異を、またぐという動作を
通じてわたしたちは弁別しているのである。わたしたちの「主観的」判断はきわめて精確
な認識といえる9。 
 こうした「相対的」認識の事例は、すでに数多く報告されている10。たとえば、さまざ
まな高さの段を示して、どのくらいの高さまで「手や膝をつかずに脚だけで登れるか」と
聞くと、人間は身長に関係なく自分の股下の長さの 0.88 倍まで「登れる」と判断する。さ
まざまな幅の「すき間」を通り抜けるとき、その幅が肩幅の 1.3 倍を下回ると人は肩を回
                                                  
9 このことはまた、認識は精神ないし脳の活動である、という伝統的理解にも再考を促し
ている。大切なことは「体が覚える」のである。 
10 以下の事例は、佐々木正人(1994、特に 56 以下)による。 
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してすり抜けようとする。同じことは人間だけでなく、他の生物にも当てはまる。たとえ
ばカマキリは、自分の前肢の幅で捕まえることのできる大きさの獲物が、前肢の届く範囲
内に来たときだけ捕獲作業を開始する。こうした判断は、実際に行動が可能な距離や高さ
とほぼ正確に一致するのである。 
もちろん、わたしたちはこうしたことを数値として知っているわけではない。第三者に
よる数値化は実験の後でわかったことである。だが、判断そのものは実験以前から行なわ
れている。その判断が一定の値を正確に示し、実際の行動を可能にする値とほぼ一致する。
おそらく、こうした「主観的」認識によってわたしたちの行動は支えられ、可能にされて
いるのである。 
 体をひねらず通り抜けられる幅、登れる段やまたげるバーの高さ、あるいはカマキリの
捕獲範囲など、これらについての認識は、すべて個体とのかかわりを欠けば意味を成さな
い判断である。具体的に得られる数値は当の個体に応じて少しずつ異なるだろう。その意
味で、それは「相対的」で「多様」な知識であり、主観から独立した実在についての普遍
的に同一的な知識ではない。だが、個体の行為を導くという点では、欠かすことのできな
い重要な知識である。認識者の行動を可能にする周囲の状況を、J.J.ギブソンは「アフォ
ーダンス」と名づけた(ギブソン 1985、137 以下)。アフォーダンスは実在という対象(object)
の物理的特性ではあるが、認識する主観(subject)から独立した性質ではなく、つねに主観
との関係によって成立する。したがって、その認識はある意味で主観的(subjective)である
とともに、客観的(objective)でもあるといえるのである。 
 わたしたちの行動を維持する判断の多くは、実はこうした「主観的な知識」から成り立
っている。 
 
2-4 普遍的法則と個別的判断 
 しかし、ここで、次のように反論されるかもしれない。真理ないし知識と呼べるものは、
またげるバーの高さについて各人の判断ではなく、それらの判断の背後にある「各被験者
の股下の長さ×1.07」という関係ではないか。被験者の個々の判断は主観的な現象にすぎ
ないが、この法則は現象の背後にある客観的実在を反映している。それゆえ、各被験者の
体格や判断とは無関係になりたつ普遍的原理である。したがって、この原理から得られる
数値、たとえば 85cm や 78cm といった数値も、個体についての客観的認識である、と。 
 この反論で、二種類の認識の対比が行なわれていることがわかる11。すなわち、 
                                                  
11 もちろん、この実験に含まれる「知識」の種類はこの二つに限られない。実際にバーを
またぐ試行のあとで得られる判断。実験を繰り返すことで得られる見ただけの臨界値と実
際の臨界値。実際の臨界値とバーの高さを比較することで得られる判断。さらに「原理」
を特定の被験者に適用することから導かれる判断。これらの知はそれぞれに特有の「客観
性」や「普遍性」を持っている。それらの違いを詳細に検討することも興味深いが、本文
ではもっとも対照的な二つのレベルだけに注目することにする。 
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(a）7 メートル離れたところから被験者が下す、見ただけの判断 
(b）「股下の長さ×1.07」という「普遍的原理」ないし「法則」 
 
反論が依拠する伝統的観点からすれば、(a)は主観的思いにすぎない。たとえその正しさを
認めるとしても、特定の被験者にしか当てはまらない限定的知識である。一方、(b)は実験
データにもとづいて得られた科学的知識であり、すべての対象に妥当する一般的法則であ
る。ひとたびこの法則が理解されれば、個々の判断にたよらなくても、すべての被験者に
ついて障害物通過の可能性を判定できる。一人一人の股下の長さを法則に代入することで、
障害物をまたげるかどうかをほぼあらゆる人について計算できるのである。 
それだけではない。(a)型の判断を知識として認めるとしても、それらが何の根拠もない
当て推量ではなく、きわめて正確な判断であり、正当な認識であるということは、(b)を見
出す実験の中ではじめて明らかになった。(a)は知識としての正当性をみずから論証できて
いない。(a)がたんなる思い込みでなく正当な知識であることは、実は(b)によって保証され
ている。(b)なしに(a)が知識であることさえ判断できないのである。いっぽう(b)は(a)なし
でも成り立つ。したがって、(b)こそ真の意味で知識であり、たとえ(a)を知識と認めるとし
ても、せいぜいそれは付随的なことにすぎない。(a)は(b)によって代替可能であり、(b)が
獲得された後にはもはや不要とさえ言える。  
以上の反論にどう答えたらよいだろうか。なるほど、普遍的原理によって、わたしたち
は個々の被験者を代入事例として処理できるようになる。被験者はそれぞれの特性や判断
と無関係に、78cm や 80cm といった一定の数値として扱われ、どの個体についても情報
を導き出すことが可能になる。多数の個体を効率よく処理するといった観点からすれば、
これは大きな利点と言えるだろう。そして、近代の合理的知識がこうした価値観を踏まえ
て、知識の理念を展開してきたことも、おそらく間違いない。 
しかし、(b)が手に入ればもはや(a)は不要であるというこの見解は正しいだろうか。(a)
はすべて(b)に還元され、(a)なしでもなんら問題は生じないだろうか。 
ここでは、いま検討している反論がどのような前提にもとづいているかを見てみること
が重要である。実は、この反論は実在との対応という伝統的知識観が利用してきた規範だ
けでなく、知識の資格審査にかんする別の観点を導入している。普遍的原理はあらゆる局
面で「利用可能な」すぐれた知識であり、個別的判断は限られた用途しかもたない、と語
ることで、知識の有用性という、新しい観点がこっそりと呼び入れられているのである。 
実は、こうした判定基準を持ち出すことは、知識の普遍性をきわめて微妙で不安定な土
台の上にすえることになる。有用性や価値といった事柄は、だれが、どのような場面で、
何のために用いるか、といった主体の目的や置かれた脈絡に大きく依存するだろう。はた
して、反論が主張するように、普遍的原理や法則は状況の多様性を超えて普遍的な価値を
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もつと言えるのだろうか。そうした期待自身がある特定の状況に依存した特殊な価値観と
は言えないだろうか。 
たとえば、次のような場面を考えてみよう。一人の人間が目的地をめざして急いでいる。
ところが歩行中に前方に障害物を発見し、それを通り抜けて進まなければならない。また
いで行けるならそれに越したことはないが、そうでないなら回避路を探さなければならな
い。この場合、(a)型の判断によれば、障害物の手前から適切な判断をくだし、歩みを止め
ることなく通過することが可能だろう。またげないと判断した場合も、障害物に到達する
以前から回避動作に入ることができる。 
では、いっそう客観的な「原理」を用いるとどうなるだろうか。たしかに、この場合も
障害物の通過は可能だろう。しかし、それに必要な作業ははるかに複雑になる。まず障害
物のかたわらまで進み、その高さを計測し、計測値を自分の臨界値と比較しなければなら
ない。高さの計測には道具が必要である。道具を携行していなければ、計測は不可能にな
る。さらに、自分の臨界値を計算するために、事前に自分の股下の長さも計測しておく必
要がある。計測済みでなかった場合、どうしたらよいのだろう。たとえこうした問題がす
べてクリアされたとしても、計算の結果またげないことが判明すれば、ひきかえして別の
道を探し直さなければならない。 
こうした作業は、実験室でデータ収集する研究者にとっては気にならない事柄かもしれ
ない。しかし、天敵に追われた生物にとっては致命的といえる。いずれにせよ、目的地へ
速やかに移動したい者にとって厄介きわまりない作業であることは間違いない。 
わたしたちの日常的生活や生き物の行動では、「客観的」な認識より個別的な判断がはる
かに便利で有効な場合が多い。実際、わたしたちは生活の多くの局面で数値や原理の助け
なしに的確な判断をくだしていると考えられる。そうした判断は伝統的認識論からすれば
「主観的」であり、その適用領域も限られているだろう。しかし、それらの多くはきわめ
て正確な判断であり、しかも生存に不可欠な認識である。知識をその利用価値ではかるの
であれば、こうした判断も正当な知識として十分な資格を持つはずである。 
しかも、こうした個別的な知識のもつ主観性や相対性は、客観的で絶対的な認識の手前
にとどまる不十分さではない。むしろ主観とかかわることによって知識としての意味を持
ち、主観性や個別性を失えばその価値を失うものである。そもそも特定の被験者とのかか
わりなしに、特定の障害物をまたげるか否かは意味を成さない。わたしたちはこうした「主
観的」知識によってさまざまな行為を行なっているのであり、これを奪われてしまえば日
常生活さえ成り立たないかもしれないのである。 
 
2-5 見失われた知識 
個別的な知識、主観や状況や集団に固有の知識は、アフォーダンスの認識に限られたも
のではない。わたしたちの暮らしの中では、さまざまな局面で、多様な知識が働いている。
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それらは対象との一致だけでなく、主観の目的や行動や心理、知識の置かれた環境や状況
など、周囲の多様な局面と関係を切り結んでいるのである。しかし、ある特定の種類の知
識だけが正当な知識とされることで、そうした多様性はしばしば忘れられることになる。 
ところで、先ほどの反論は、もう一つ興味深い論点を含んでいる。それは、個別的な判
断である(a)が普遍的法則(b)を解してしか知識となりえない、という論点である。この議論
は「認知」が知識の成立に重要な要因であることを浮かび上がらせている。的確な判断も、
その的確さがなんらかの形で人びとに認められ、知識として「正当化」され「認知」され
なければ、知識ではありえない。 
これは言い換えれば、単一の実在との対応という客観的観点を知識の成立の根拠とみな
す議論が、実は社会における正当化や認知という、きわめて主観的性格の強い観点を取り
込んでいるということである。普遍的真理として通用している知識は、実在と対応してい
ると「みなされる」ことで、はじめて知識の資格を獲得するのである。 
実在との対応を人々に認めてもらわなければ、知識は知識として成立しない。しかし、
このことは、ほかの見解によって押しのけられ社会から排除されてしまえば、いかなる見
解であっても知識となりえない、ということを意味する。知識の成立には社会的な相互作
用が含まれると考えられるのである。 
とすれば、普遍的法則が知識として通用し、個別的判断がその資格をうばわれてきこと
も、たんにいっぽうが実在と対応し他方がそうなっていない、といった事態でなく、知識
としての認知の問題として捉えなおす必要が生じるだろう。こうした疑問の裏づけとなる
状況を具体的事例として、B.Wynne(1996)の研究をあげることができる。 
イングランド北西部カンブリア地方の農民は羊を放牧し、その肉を売ることで生計を立
てていた。1986 年 5 月のチェルノブイリ原子力発電所の事故の際、その地域を襲った雷
雨によって一帯は放射性セシウムによって汚染された。政府は緊急の処置として羊の移動
や肉の販売を禁止し、専門家に対策の検討を依頼した。 
専門家たちは当初、セシウム濃度は早期に低下すると予測し、事態の静観を要請した。
しかし、羊からは高濃度のセシウムが検出され続けた。つぎに、化学薬品によるセシウム
吸着を提案し、そのためのデータ収集を試みたが、失敗に終わった。打つ手を失った科学
者たちは、汚染の少ない渓谷部に羊を移す提案を行ったが、これも最終的に実行不可能な
ことが判明する。 
こうして専門家たちの提案はことごとく失敗に帰した。しかし、だれもこの失敗を事前
に見抜いていなかったわけではない。羊飼いの農民たちは、専門家の提案が明らかになる
たびに、それが羊の実情を無視し、成功の見込みがないことを指摘していた。しかし、専
門家はもちろん、政府の担当者たちも、農民の反論を取り上げようとはしなかった。農民
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たちの意見に耳を傾けるようになったのは、ようやく度重なる失敗の経てのことだった12。 
農民たちは、地域の環境、丘陵地の羊の特性、羊の管理法など、伝統的に培ってきた多
くの知識を所有していた。危機に直面しても、これにもとづいて事態を正確に見抜き、し
ばしば適切な提案を行なっていたのである。それにもかかわらず、農民たちの主張は無視
され続けた。それは「客観知識」でも、「普遍的原理」でもないがために、正当な「知識」
の範疇に認められなかったからである。 
知識として認められなければ、たとえ適切な判断あっても、その力を発揮することはで
きない。知識の成立は実在との一致や実際の有用性だけでなく、知識としての社会的認知
を必要としているのである。おそらく、その認知はこれまで「客観性」や「普遍性」を規
準にして与えられてきた。そのために、農民たちの主張は知識の領域から排除されてしま
ったのである。同じような事態は、カンブリアだけでなくいたるところで見出されるに違
いない13。 
先ほどのアフォーダンスの知識についても状況は同じである。個々の被験者による判断
は、たとえ適切であっても知識として認められず、普遍的法則のみが知識とされた。個別
的判断は普遍的法則の適用事例にほかならないとして、正当な知識の領域から排除されて
きたのである。 
しかし、主体とのかかわりを知識の規準として想定すれば、普遍的知識が個別的知識を
あらゆる点で凌駕するわけでも、個物が普遍によって完全に吸収されるわけでもないこと
がわかる。ローカルな知識にはそれに適した活躍の場があり、そこでは普遍的とされる知
識よりはるかにうまく働く場合もあるだろう。知識はわたしたちの活動の一部であり、そ
の価値は実在との一致不一致だけでなく、知識をもちいる主体の特異性、知識の置かれた
脈絡や目的、主体と主体の相互作用など、多様な視点から検討されなければならない。 
また一方で、伝統的な知識の理念も、客観性という指標に標的を絞った一つの観点であ
り、それにふさわしい脈絡で特定の目的に仕える特殊な立場と考えることができる。中世
の教会にとって、神の完全性へいたる真理は普遍的でなければならなかった。絶対君主が
領土を拡大していくプロセスは、理論が個別的事例を取り込んでいく過程に似ている。あ
るいは、多様性や特異性を考慮せず大量の操作を可能にすることは、巨大資本の展開にと
って不可欠だったに違いない。客観的と言われる理論や法則も、実際には特定の状況との
かかわりで意味を持つ知識の一形態であり、その意味で「相対的」「個別的」な知識の一変
                                                  
12 とはいえ、農民たちの主張が全面的に認められるようになったわけではない。執拗に続
く汚染に、農民たちの疑惑は別の汚染源に向かうことになった。汚染地域の近くにはセラ
フィールド複合核施設が存在した。この施設は 1957 年に原子炉事故を起し、放射性物質
を放出した。専門家たちは同位体の比率によって汚染源を特定可能だと主張し、調査が行
なわれたが、実際には特定できなかった。にもかかわらず、英政府は科学者の見解を受け
入れ、チェルノブイリを原因と主張し続ける。 
13 同様な事例は、小林傳司(2002、117-147)、塩沢由典(1990、特に第 3 章)など参照。 
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種なのである。 
とすれば、何が正当な知識であり、何が正当でないか、という問題は、知識の持ち主で
ある主観ないし主体の社会的相互関係を抜きに検討しても意味を持たないと言える。これ
まで主観の介入は知識の歪曲であり、政治的干渉であると考えられてきた。しかし、本章
の考察は、そうした主観ないし主体の相互作用が知識を知識として成立させるために必要
欠くべからざる要因であることを示している。次章では、こうした新しい観点から知識の
様態をさらに検討する。 
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第 3 章 社会的現象として知識 
                        
アブストラクト 
知識は人類に普遍的に所有されているわけではない。富と同様に、知識にも持つもの
と持たざるものとが存在する。「知と無知の落差」によって、持つものは力を獲得し、
持たざるものはその力を奪われる。しかし、この力の差異は単なる知識の有無による
差異ではない。知識の有無が社会的に固定化されることで、知識は社会的な力を帯び
ることになる。この力の生成過程には二つのタイプがある。ひとつは、生み出された
力を社会化するものであり、もう一つは存在する知識を社会的に隠蔽するものである。 
 
3-1 はじめに 
 前章では、主体の多様性に応じた多様な知識が成立する可能性を確認した。そこでは、
(1)アフォーダンスをめぐる研究者による法則的知識と被験者による個別的な判断、(2)放射
性物質の分解に関する研究者の判断と羊の特性に関する農民の知識をとりあげた。それら
の多様な知識の中でどれが知識として認められるかは、知識の持ち主（主体ないし主観）
の社会的関係や、知識が用いられる文脈などに依存している可能性が明らかになった。 
本章では、主体と主体との関係の中で「知識」を捉えなおし、知識の社会性の検討を試
みる。まず、知識の「社会的力」の概念を確認する（3-2 節）。次に、この力の生成のプロ
セスを検討する(3-3 節)。最後に、この概念を用いて、知識の暴走や隠蔽といった現代的状
況を、知識にとって付随的・外面的な出来事としてではなく、その特性の一つとして捉え
ることを試みる(3-4 節)。 
 
3-2 知識の権力化 
3-2-1 主体の分割 
 主体と対象との二項関係的図式の中では、対象をありのままに再現することが知識の条
件であり、対象との一致や対応が真理と虚偽を選り分ける規準とされてきた。しかし、周
知のようにこの規準は固有の困難を抱えている。対象との一致を確認するために対象と表
象とを比較しようにも、わたしたちは表象という回路とは別に対象そのものに到達する手
段を持っていない。対象と表象との一致といっても、それはもうひとつの表象との一致や
整合性にしか過ぎないのである。 
この困難をどう克服するかという問いは、認識論や科学哲学の中心的テーマのひとつだ
ったといえるだろう。しかし、その議論にさまざまなヴァリエーションがあるとはいえ、
原則的にはあくまでも知識を対象(object)とのかかわりの中で捉え、客観的(objective)であ
ることを指標にして、知識の可能性や不可能性が論じられてきたといえる。 
こうした観点では、知識の持ち主(subject)が積極的に議論に呼び込まれることはない。
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主体の作用は認識過程を外部から撹乱するノイズとして扱われ、主体なき認識こそ知識の
あるべき姿とされることになる。ノイズの除去が不可能であれば、「真理」は到達不可能な
幻想であり、知識は成立せず、すべてが主観的(subjective)な思い込みにすぎないという結
論さえ引き出されることになる14。 
知識が対象との二項関係でとらえられれば、対象は認識の進み具合に応じて二つの領域
に分割されることになる。すでに知られた既知の世界と、まだ知られていない未知の世界
である。「知」と「無知」の分割線が対象世界の中に引かれるのである。知識の進歩とは未
知の領域を既知のフィールドへ囲い込むことであり、知識の拡大とは無知の領域の減少に
ほかならない。研究者はいわば未踏の領域に分け入る探検家であり、広大な未知の闇を一
歩一歩理性の光で照らし出し、知識の「フロンティア」を先へ先へと推し進めているとい
うイメージがここに重ねられる。 
その際、研究の主体はひとしく「われわれ」として、あたかも単一のまとまりのように
扱われ、その多様性や差異性が議論の表に現われることはない。むしろ主体の側の差異は、
ノイズを拡大する因子として認識活動から排除されるべきものとみなされている。知識は
あくまで「人類」全体の共有物であり、主体の分割は議論のテーマとはならない。 
しかし、ここに大きな過誤が潜んでいないだろうか。「新大陸」の発見は、あくまで西欧
という特定領域の人びとにとっての発見にすぎなかった。同様に、科学の「進歩」にして
も、だれもが等しくそのプロセスに参与しているわけではない。知識の所有にはあきらか
なバラつきがある。一括して「われわれ」と呼ばれてきたものは、じつは無数の主体から
構成される複合体にほかならないのである。一人ひとりが持つ知識は、その人の立場や環
境や能力の違いに応じて異なるだろうし、同じ対象、同じ事柄についても、視点のちがい
に応じてさまざまな知識のあり方が考えられるだろう。実は主体の側にも、「知」と「無知」
の複雑な分割線が引かれているのである15。 
知識はまた、有用性を手がかりにしても論じられてきた。持ち主にとって役に立つ「力」
として理解されてきたのである。知識が「われわれ」すべての共有するものであれば、そ
れは人類全体にとって有用であり、知識の拡大はすべての人びとの幸福の増大を意味する
かのように思われる。その限りで、それはだれからも肯定されるべき善ということになる
だろう。 
しかし、主体の側に分割線が走り、それに応じて知識の不均衡やバラつきが存在するの
                                                  
14 主観が認識の形成に積極的な役割を果たしているとされる場合であっても、たとえばカ
ントに典型的にみられるように、そうした作用はすべての主観に普遍的に成り立つ形式に
もとづくものとされ、個々の差異や多様性は認識の成立過程から暗黙の内に排除されてい
る。 
15 「多様な知」という観念は、これまで形容矛盾に等しいものと考えられてきた。しかし、
複数の主体による単一の対象の認識は、主体の多様性に応じて多様になると考えられる。
「真理はひとつ」という理念は、この多様性の消去によってもたらされる(本稿第 3 章)。 
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であれば、人びとが手にする力もまた不均衡にバラついていることになる。知識の拡大は
人類一般にひとしく力をもたらすのではなく、強者と弱者の分割を生み、幸福と同時に不
幸をもたらすことになるのである。 
 
3-2-2 落差としての無知 
「無知」は一般的には「知識の欠如」として理解されている。しかし、「欠如」とは「な
い」ということであり、ないものは見ることも、考察の対象とすることもできない。欠如
としての「無知」は知識をめぐる議論の射程圏内に像を結ばない。 
無知がたんなる欠如であれば、欠如は補えばよいという発想が生まれる。知識の所有に
まつわる人びとのバラつきは、知識を補充することで、あるいは知識ある者の発言に耳を
傾けることで補われるだろう。つまり、無知な人びとには教育を施せばよい、もしもそれ
が不可能ならば、すべて知識ある者に任せればよい、という発想である。科学研究や技術
開発によって新しい知識が生み出され、社会的に普及するたびごとにリテラシーが問題と
なるのは、こうした発想からといえるだろう。ここからは専門家によるパターナリズム的
状況が生じることも見てとれる。知識は主体の間に主従関係を生み出すのである。 
しかし、はたして無知は欠如を補うことで、つまり知識を補充することで解消されるだ
ろうか。むしろ現実には、知識の補充や拡大がいっそうの無知を生みだしていないだろう
か。私たちの日常的経験は、むしろこうした状況を肯定する出来事にあふれているように
思われる。 
たとえば、社会生活に新しい技術が導入されれば、多くの人びとにとって扱い方のわか
らない機械や意味不明な言葉があふれることになる。コンピューターが社会に導入され、
日常的な業務がそれなしになりたたなくなれば、人びとはキーボードの扱い方を学び、難
解な用語の意味や複雑なシステムの構造に悩まなければならない。 
しかも、ひとつの機器の使用法をマスターするころには、「次世代」機器が出回るように
なる。新型は知らぬ間に時代遅れになり、かつての「フロンティア」はいつしか後方に取
り残される。人びとが最新の知識を追いかけても、これを逃れるかのように、「知」は先へ
先へと去っていくのである。 
変化に対応し続けなければ、人は「無知」の烙印を押され、「遅れた」者として、さまざ
まな不利益を受けるかもしれない。多くの人々にとって、いっこうに「無知」は解消され
ず、むしろ科学技術の「進歩」が歩調を速めるにつれますます拡大しているかにさえ感じ
られる。いずれにせよ、たとえどれほど知識の習得に努めても、だれもが専門家になれる
わけではない。特定分野で「最先端」を走る人物も、一歩そこを離れれば素人でしかあり
えないだろう。科学技術の発展による知識の拡大は新しい無知を生み出し、新技術や知見
が登場するたびに知と無知の新たな分割が行われているのである。科学技術が「高度化」
すれば、ますますこうした状況が深まっていくだろう。 
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重要なのは、無知を生み出すものが知識の生成そのものにほかならないことである。自
動車が発明される以前、だれも運転の仕方を知らなかった。知識はあきらかに欠如してい
た。クルマそのものが存在しなかったのだから、それは当然である。しかし、だれもが知
らない状況では、欠如は「無知」とみなされなかった。自動車の存在以前には、自動車に
関する「無知」もまた存在しなかったのである。自動車が発明され、クルマの運転技術が
人びとに知られてはじめて、欠如が「無知」とされるようになった。 
新しい知識や技術が普及し、社会の仕組みがこれを前提にして動き出すようになって、
はじめて「無知」が発生する。無知を無知として問題化するのは、新しい知識の生成にほ
かならない。同じことは、おそらく太古における文字の発明から現代社会におけるパソコ
ンの普及まで、ほぼすべての新技術や新システムの展開に言えるだろう。 
したがって、「無知」は「欠如」ではなく、所有されるべき知識との間に生じる「落差」
といったほうがよいだろう。そもそも知識が存在しなければ、落差も生まれず、無知が問
題となることもない。無知を生み出しているのは、実は知識の存在そのものなのである。 
 
3-2-3 知識の社会的力 
かつてフランシス・ベイコンは、新しい学問によって病気の治療や食料の確保が可能に
なり、人びとの幸福に寄与できると考えた。なるほど、近代科学技術の知識は、ベイコン
の理念を実現し、それまで不可能だったことを可能にし、人間の生活を大きく拡大してき
たといえる。知識が人間の生活にとって｢力｣であることは間違いないだろう。こうした力
は知識そのものに備わる力であり、その意味で「自然的力」と呼ぶことができる。世界に
対する認識が深まれば、それだけ多くの力を手にすることができる。 
ところが、知識を持つものと持たざるものとの落差があれば、当然それぞれの力にも差
異が生じることになる。新しい医療知識によって病が克服されても、その恩恵に浴す者と
そうでない者とが分割されるのである。知識ある者はその知識の質と量に応じた力を獲得
し、知識を奪われた者は無知の程度に応じて力を欠くことになる。 
しかし、知識が生み出す力の差異は、自然的力の差異に尽きるものではない。知識には
ここに還元されない別種の力が備わっている。それはたんに知識を持つことではなく、知
識の持ち主として社会から認知されることによって発生する力である。 
たとえ独学であっても、適切な医学的知識を身につければ、病を診断し、適切な治療を
ほどこす技術や能力を手に入れることは可能だろう。しかし、現実の社会では、それだけ
で合法的な医療行為は実行できない。制度化された試験に合格し、医師としての資格を与
えられなければならないのである。一定の社会的手続きを経ることで、人は医学知識の持
ち主として社会から承認され、医師という専門家として振舞うことが可能になる。 
知識が社会の中で力を発揮するためには、知識を所有しているだけでなく、知識の所有
者であることを社会から認められなければならない。社会の承認を得ることで医療行為は
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可能になるが、そうでなければ犯罪として処罰されることになる。こうした、社会から一
定の認知を受けることで可能になる力を、「社会的力」と呼ぶことができるだろう16。 
社会的力が自然的力と複雑に結びついていることは確かである。医学知識に病気の治療
という自然的力がまったく備わっていなければ、医師が専門家として社会的に認知される
ことはない。科学技術がそれまで不可能だったことを数多く実現してこなかったなら、研
究や開発に莫大な国家予算が投入されることもない。 
とはいえ、両者はまったく別種の力である。このことは、「知」と「無知」の関係を考え
れば容易に理解される。自然的力は知識そのものに宿る力であり、知識が拡大するのに応
じてその力も増大するだろう。いっぽう社会的力は「無知」の存在によってはじめて生み
出される。だれもが専門的な医学知識を持ち、最先端の医療技術を実践できる社会が実現
されたとすれば、そこでは医師という専門家は必要なくなるだろう。医師が医師として必
要とされるのは、医学的知識や専門的能力を持たない数多くの人びとが存在するからであ
る。知識が広範にいきわたり無知が解消すれば社会的力もまた消失するのである。 
社会的力が無知にもとづくということは、知識が生みだす落差にもとづくということに
ほかならない。もちろん、落差の存在だけが社会的力を生み出すわけではない。知識の所
有と非所有はそれだけでは自然的力の差異を生み出すにすぎない。社会的力が生み出され
るには、落差が社会化される必要がある。落差が社会によって取り上げられ、固定化され、
さらに拡大されることで、社会的力は生成するのである。 
落差の社会化はさまざまな形で実行される。医師免許のように、明確に制度化され、学
歴や試験にもとづく資格として実現される場合もあれば、社会や学会からの認知や評判と
いった暗黙の形をとる場合もあるだろう。そのプロセスは複雑で多様であり、それぞれの
場面に応じて、より詳細な調査や検討を必要とするにちがいない。だが、いずれにせよ、
こうした過程を経ることで、人は知識の持ち主として社会から認知され、その知識にもと
づいて一定の活動に従事することを認められ、知識の力を社会の中で発動する権限を与え
られるのである。 
こうした意味で、知識の社会的力とは、社会によって「権限」を与えられた力、すなわ
ち「権力」と呼ぶこともできるだろう17。 
 
3-3 社会的力の生成 
3-3-1 知識の拡大 
                                                  
16 まったく個人的な知識というものも想定可能かもしれないが、しかし「68+57=?」とい
ったありふれた計算であっても、答えにいったん確信がもてなくなれば最後は共同体の助
けを借りなければならない(クリプキ 1983)。思い込みが知識に変身するには認知が必要で
ある。その認知は、場合によって、自己自身の確信という形をとることもあるだろう。 
17 日本における近代的学術研究の権力化のプロセスを、アイヌ墓地の発掘を事例に検討し
たことがある(植木哲也 2008)。 
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 社会的力の生成メカニズムをもう少し詳しく検討してみよう。これまで見たように、社
会的力は社会化された落差の存在によってもたらされる。落差が生み出されるには、およ
そ二つのプロセスが考えられる。 
ひとつは、新しい知識を身につけ、「より多く知る」ことで落差を生み出し、さらにこの
落差をなんらかの形で社会化することによって力を得る、というプロセスである。この形
態の落差生成は社会のさまざまな領域やレベルで実行されている。それは個人どうしの間
でも、企業と企業の競争としても、あるいは国家レベルの対立においても、重要な働きを
している作用なのである。 
 個人のレベルで考えれば、専門家と非専門家との関係はその典型的事例といえる。専門
家とみなされるためには、多くの場合、当該領域で他の人びとをうわまわる知識や技術を
身につけ、さらにそのことを周囲から認知されなければならない。そのためには、必要な
学歴を積み、国家資格などの試験に合格し、あるいは学会誌の論文審査を通過する必要が
ある。 
したがって、教育、資格、学会といった諸制度は、「知」と「無知」の落差を社会化する
仕掛けと理解することが可能である。これらの制度は試験や審査を通して人びとを合格者
と不合格者に振り分け、さらにこの振り分けを社会に認知させる働きを持つ。特定の分野
で専門家となるためには、こうしたプロセスで合格者の側に振り分けられるだけの知識や
能力を持っていなければならない。このプロセスを首尾よく通過することで、他の人びと
より多くの知識を持つものとして、落差の上位に位置づけられることになる18。 
集団レベルにおける落差生成の典型的事例は、企業による新技術や新製品の開発競争に
みられる。企業は現代の科学技術研究の重要な拠点の一つであり、活発な技術開発が行わ
れている。それは、自社だけの独自技術を開発し、ライバル企業にない市場価値の高い商
品を生み出すことが、現代の多くの企業にとって死活問題となっているからである。その
際、「独自」技術の開発とは、ライバル企業に対する知識の落差の形成と解釈できるだろう。
この落差が大きければ大きいほど、企業は競争を有利に進めることが可能になる。この競
争の成り行きが、企業そのものの存亡を握っているのである。 
                                                  
18 多くの教育学者や社会学者が学校制度を選抜と配分のための制度ととらえている。学校
は一種のパイプラインであり、人びとはこのパイプを入口から出口へと進んでいく途中で
いくつかの分岐点に出会う。同じ入口からパイプラインに入った子どもたちは、「成績」に
もとづいて振り分けられ別々の出口から社会に押し出される。出口の位置に応じて人びと
は、異なった職業、収入、社会的地位を得ることになる。為政者から見れば、学校教育は
国家を維持するための「人材」を社会の中に配置する道具であり、個人からみれば少しで
も優位な社会的地位を手に入れるための手段といえる。天野郁夫 2006、竹内洋 1995、苅
谷剛彦 2001、山田昌弘 2004、本田由紀 2005 など参照。 
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同様な競争は、国家間の新兵器の開発競争にも、あるいは科学技術立国を政策に据えた
国家レベルでの競争にもあてはまるだろう19。 
社会的、国家的な制度や仕組みだけでなく、科学研究の理念や方法論も落差の原理にも
とづいている。落差の生成は知識の展開にとって外在的で付随的な現象ではなく、むしろ
知識の｢発展｣の基本的メカニズムを構成しているのである。 
たとえば、20 世紀の合理主義の科学論では、「進歩」が科学の合理性や優越性をはかる
かなめと考えられてきた。これまでに集められた知識の集積に新しい知見を付け加えるこ
と、知と無知の境界線を少しでも先へ推し進めること、より多くの対象について普遍的に
成り立つ原理や法則を発見すること、を科学者たちは求めてきた。言い換えれば、科学は
創造や発明という形で、既存の知識に対する落差を生み出すことを求めてきたのである。 
そのような科学観の典型は、たとえばカール・ポパーの科学論にも見て取れる。ポパー
は科学の進歩がたんなる知識の集積でないことを強調した。科学理論はつねに仮説であり、
科学の進歩は仮説をテストによって反証し、より説明力の大きな仮説へと転換していくこ
とである。その際、ポパーは科学者たちに「大胆な推測」の必要性を説いた。推測の大胆
さとは古い仮説に対して新しい仮説が持つ落差の大きさを表わすと解釈できるだろう。ポ
パーの後継者だったイムレ・ラカトシュも、退行的研究プログラムから前進的プログラム
への転換を科学の合理的進歩と考えた。落差を生成し続けることが科学的合理性の核心と
考えられているのである(Popper1962、Lakatos1970 など)。 
いずれにせよ、研究者にもとめられる「新規性」や「オリジナリティー」は、落差生成
の要請と解釈できる。生み出した落差によって研究の成果や学者の業績が評価される。こ
れが近代的知識の原則にほかならない。現代科学では、少なくとも表向き、模倣や反復が
評価の対象となることはない。「科学」の理念そのものが落差の原理にもとづいているので
ある。 
 
3-3-2 知識の隠蔽 
もう一つの落差生成のプロセスは、既存の「知識」の存在を否定して人為的に落差を生
み出すというものである。これは「知識の隠蔽」と呼ぶことができる。社会的力は知識と
して「認められる」ことで生じる。したがって、知識そのものが消滅しなくても、この「認
知」を無効にすることで、知識を人びとの目から覆い隠し、存在しないもののごとく扱う
ことも可能である。これによって知と無知の社会的な落差が作り出され、そこに力関係が
発生する。 
 たとえば、試験制度が受験者を合格者と不合格者に振り分けることは、その身近な事例
と言える。学力試験は必ずしも正確に個人の知識や能力を反映するとはかぎらない。しか
                                                  
19 たとえば、平成 20 年度版『科学技術白書』には「国際的大競争時代の嵐を超える科学
技術の在り方」という副題がつけられている。 
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し、ひとたび試験に合格した者は社会的な認定を得ることで一定の権限や特典を手にする。
いっぽう、試験に不合格だった者、あるいは試験を受けなかった者は、たとえ当該領域で
十分な知識や能力を持っていても、その知識や技能を十分に利用できなくなる。もちろん、
その実際の様態は試験の種類や社会的役割によって異なるだろう。しかし、多かれ少なか
れ、試験制度が合格者だけに一定の権利を認め、それ以外の者の知識が社会で用いられる
ことに制限を加えることは確かである。このようにして試験制度は知識の社会的落差を生
み出しているのである。 
 しかし、認知の欠落によって発生する落差で、歴史的にも社会的にもいっそう重要と思
われる事例は、集団間に発生する力関係である。異なる民族、国家、伝統などが出会う際、
いっぽうの側がもういっぽうの側の知識をひとびとの目から覆い隠し、知識の社会的落差
を人為的につくりだし、そこから生み出される力を用いて支配を強化するといったことが
しばしば生じてきた。もちろん、こうした社会的落差の生成の背景には、すでに両者の経
済力や軍事力に大きな格差が存在していたことは確かである。しかし知識の社会的力が生
み出されることで、この格差が拡大し、支配や抑圧が正当化されてきたといえる。 
 たとえば、アイヌ民族は明治政府の北海道開拓政策の中で、「無知」「無能」の「滅びゆ
く民族」と見なされ、その発言を奪われてきた。なるほど、アイヌ民族が日本語や近代的
政治制度や私的財産所有などの知識に乏しかったことは事実かもしれない。しかし、北海
道に乗り込んだ和人たちもまた、アイヌ語や狩猟採集生活や北方交易の状況について知識
を欠いていた。どちらもみずからの制度や文化や伝統についての知識は持っていても、相
手の制度や文化や伝統についての知識は乏しかった。その限りで、知と無知の状況は相互
に対称的な関係のはずだった。 
 しかし、実際には和人の知識が知識の基準とされ、和人と同じ知識を持たないアイヌた
ちは「無知」の烙印を押された。学校では和人の知識が教えこまれ、これに対応できない
子どもたちは「無能」の判定を受けた。そのいっぽうでアイヌ民族固有の知識は知識とし
ての価値を否定され、その存在を覆い隠された。知識が存在しなければ、その知識に由来
する無知も存在しない。こうして和人の無知は忘れ去られ、和人の「知」とアイヌ民族の
「無知」との間に一方的な落差が生み出された。「無知」の側から「知」への反論は越権行
為のごとく扱われ、アイヌ民族は抵抗する力をさらに奪われていったのである20。この事
例については、本稿の第 4 章と第 5 章でより詳しく検討する。 
 隠蔽はまた現代の巨大企業と伝統的集団との間でも生じている。国際的ビジネスは世界
各地の農民たちの伝統的知識を利用して新たな生物学的品種や作物を作りだそうと努めて
いる。医薬品や農作物の種子など、生み出された製品を独占的に販売することで、しばし
ば莫大な利益を手にすることができる。しかし、企業が新しい品種を生み出すために利用
                                                  
20 アイヌ民族側からの反論が越権行為とされた実例としてはチカップ美恵子 1991、明治
政府によるアイヌ民族に対する教育制度の変遷については小川正人 1997 など参照。 
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した知識は、まったくの新知見というより、もともとアジアやアフリカの農民たちが古く
から共有してきた伝統的知識である場合が多い。しかし、その知識に由来する新しい力を
利用できるのは欧米の企業だけであって、伝統的知識の保有者はその見返りを得ることは
少ない。 
企業の生み出した作物は市場から産業的価値のある「知的財産」として特別の権利を認
められる。いっぽう世界市場の取引から独立した領域で利用されてきた伝統的知識は、「自
然」の一部としか認知されず、独自の知識としての存在を認められない。こうして企業は
「発明」から高額の特許収入を得ることが可能になるが、そのいっぽうで「新製品」開発
のはるか以前から知識を用いてきた農民たちには何の利益も還元されない。極端な場合に
は、これまで通り伝統的知識を用いようとして、世界企業からライセンス料の支払いを迫
られる場合さえあるのである21。 
 
3-4 社会的力の様相 
3-4-1 暴走する知識 
このように、知識にまつわる活動が社会的な落差をその動力源としている。では、この
ことから、いったどのような現象が生じるだろうか。この点をもう少し詳しく見てみよう。
これによって、知識をめぐる現代的状況は再解釈が必要になり、そしてそこから知識をめ
ぐる新しい光景が見えてくるはずである。 
知識の社会的力が落差によって生み出される以上、落差が消失すれば力もまた消失する。
「専門家」や「優良企業」や「先進諸国」はみずからの力を維持するために落差を保ち続
けなければならない。いっぽう落差の下位に立たされた者は、少しでもこの「欠如」を埋
め、差異を縮めようと務めるだろう。落差には、つねに消失の可能性が付きまとっている。
落差が消失し、社会的力を奪われれば、これまで優位に立っていた者はその基盤を失うだ
ろう。ここから生み出されるのは、落差の生成と消滅をめぐる永続的な競争である。 
知識に期待されている力が純粋に自然的な力であったならば、こうした状況は生じない。
いったん獲得された自然的力は原則として一定であり、周囲の知識状況の変化によって変
動することはない。これまでの治療薬をうわまわる新しい薬が開発されても、古い薬の効
力が消失するわけではない。ライバルがどれほど力をつけようと、そのことで自分の力が
目減りすることはない。わたしたちの活動が自然的力だけに依存しているならば、いった
ん必要な力を手に入れた時点で、それ以上の奮闘は不要になるはずである。 
                                                  
21 こうした事例は、バンダナ・シバ 2002、ビクトリア・タウリ=コープス 2004 などに詳
しく述べられている。また欧米人が「無知」と見なす人びとが、しばしば欧米の科学技術
をうわまわるすぐれた知識の持ち主であることについては、ファイヤアーベント 1992 の
第１章などで論じられている。 
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ところが、わたしたちが目にする状況はこれとは異なっている。作用する力が社会的力
である場合、落差そのものに意味があるため、一定の目的を達成し、何らかの問題を解決
しても、知識の拡大が停止することはない。知識が獲得され、当初の課題が解決され、新
しい技術が実現しても、そのことによって知識が広まり、落差が消滅し、力そのものが奪
われてしまうからである。 
したがって、落差を保ち続けるために、あるいは、存在する落差を埋め合わせるために、
人びとは研究や開発や学習を続けなければならない。目的は落差そのもの、知識を生み出
しつづけることそのものにあるのである。このプロセスに終着点は考えられない。力への
志向が強ければ、むしろそれだけ加速度的にこのプロセスは歩調を速めるだろう。科学技
術が暴走過程に入ったという指摘も、すでにしばしばなされてきた22。 
この状況を考えるために、一例としてモータースポーツを取り上げよう。一般にスポー
ツなどの競技は、ゲームという閉じられた空間の中に、勝敗や順位という人工的な落差を
設定し、この落差を争うことで成り立っている。そこで展開される競い合いは、社会にお
ける知識の生成拡大競争のコンパクトなモデルを提供していると考えられるのである。 
とくにモータースポーツのなかでも世界選手権を争う大規模なレース・シリーズでは、
選手個人の肉体的・精神的な鍛練だけでなく、使用される車両の性能が勝敗を決定する大
きな要因となる。さらに、自動車メーカーをはじめとする巨大企業が参戦し、競技車両の
開発に最先端の科学技術の成果がふんだんに注ぎ込まれるという点で、それ自体、今日的
な知識拡大競争の典型的事例でもある。ここでは、モータースポーツの中でも最も規模が
大きく、巨額の資金が投入されているフォーミュラー１(F1)・シリーズを一例に考えてみ
よう。 
勝利を手にするためには、ドライバーやチーム員の能力や技量も重要だが、より速く強
いマシンを準備することも必要となる。レースが高度になれば、最新の技術を惜しみなく
投入することが、速い車両を準備するための最大のカギとなるだろう。結果はライバルチ
ームとの相対的な力関係で決まるから、一時的に有力なマシンを開発し優位に立っても、
いずれライバルに追いつかれる。チームは休むことなく性能の向上に努めなければならな
い。F1 競技は典型的な技術開発競争の世界である。 
F1 の歴史を振り返ってみると、先端技術によって生み出される高性能なマシンの競り合
いが競技としての魅力を高め、多くの観客やスポンサーを惹きつける要因となってきたこ
とは確かである。しかし、ここで重要なのは、際限のない性能の向上が同時に F1 の存在
そのものをしばしば脅かしてきた点である。 
脅威の第一は安全にかかわる問題である。F1 世界選手権は 1950 年に 4,500 ㏄の排気量
                                                  
22 科学技術の「暴走」については、すでに 1970 年代から繰り返し指摘されてきた。
L.Winner1978、吉岡斉 1991、市川惇信 2002 など。 
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制限のもとに開始された。しかし、少しでも速く、というチームの技術開発によって、マ
シンは高性能化を続け、競技中の車両速度は急速に高まった。速度の上昇は競技中の事故
を深刻化させ、ドライバーや観客の生命を奪う事態がたびたび発生するようになる。その
たびにルールが改正され、危険をともなう新技術の使用が禁止され、排気量制限が強化さ
れ、速度の引き下げや安全基準の強化がはかられた。しかし、そうした対策によって一時
的に安全が確保されたとしても、すぐに規制にかからない新しい技術が開発され、以前よ
りもいっそう速いマシンが出現する23。繰り返される対策にもかかわらず、1960 年代から
1980 年代にかけて、サーキットではたびたび悲劇的な事故が発生し、数多くのドライバー
の命が奪われてきた。 
第二の脅威は莫大な費用の問題である。技術開発がエスカレートすれば、そのために必
要な経費も巨額になる。しかし、経費の増大は資力に乏しいチームから競争力をうばい、
勝敗を固定化し、競技の魅力を半減させる。経費が莫大になれば、参戦が困難なチームが
出現し、シリーズの規模そのものが縮小することになる。たとえば、2008 年に発生した経
済危機の際には、トヨタやホンダといった大手の自動車メーカーが F1 から撤退した。こ
のように、たとえ巨大企業を後ろ盾に持つチームでさえ、シリーズに参加することは大き
な経済的負担をともなうのである。 
したがって、F1 のレギュレーションは安全の確保とともに、コストの削減を重要なテー
マとしてきた。高価で複雑なシステムが禁じられ、使用可能な部品が統一され、資力の違
いだけでレース結果が左右されないよう細心の注意が払われてきた。しかし、それでも、
各チームはライバルチームとの間に少しでも「落差」を築くために、強力な新素材の開発
や高度なコンピュータ・システムの導入など、際限ない資金を必要としているのである。 
結局のところ F1 レギュレーションの歴史は、華やかな技術開発競争のかたわらで、い
かに技術をコントロールし、開発の暴走を抑えるかという歴史だった。競技の安全やコス
トの増大を回避しようとする開催者と、勝利のために少しでも速いマシンを開発しようと
するチームとの、危ういバランスの上にシリーズは成り立ってきたのである。最先端の科
学技術が争う F1 の世界では、技術の開発や促進ではなく、むしろその抑制が成功のカギ
を握っているのである。 
「進歩」の動力源が知識の落差にあるとすれば、F1 に見られる現象は広く科学技術全体
の開発競争にも当てはまるだろう。どちらの場合も、「進歩」は持続よりも制御が困難な運
動なのである24。そして、F1 における技術開発競争が競技そのものを内側から破壊する危
                                                  
23 もちろん、極端な速度の抑制はレースの魅力を奪うことになる。F1 にふさわしいスピ
ードを維持し、なおかつそれが危険なまでに高まらないよう、安全対策とのバランスを見
ながら、車両規則を設定するのはきわめて困難な作業である。 
24 このことは、外部から研究資金や「人材」が供給される必要がないということではない。
むしろ資金の供給や新人のリクルート自体が、落差による自動的拡大システムの中に取り
込まれていくということである。 
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険性をはらんでいるのと同様に、知識拡大競争一般もまた社会全体を危機に至らせる可能
性をはらんでいる。このことは、たとえば 20 世紀の核兵器開発を考えれば、理解できる
だろう。 
 
3-4-2 特許制度と知識の社会化 
 とはいえ、現代の趨勢は依然として落差の生成を促し、科学技術の拡大をいっそう効率
化する方向にある。社会には、そのためのさまざまな仕掛けが備えられている。それらは、
新しい知識の生成と既存の知識の隠蔽という二つのはたらきによって、落差を補強し「進
歩」の持続をはかっているのである。 
そうした仕組みの中で知識の社会的性格をもっとも顕著に表わす実例をあげれば、それ
は特許制度といえるだろう。特許制度は他の知的財産にかかわる制度とともに、現代社会
の中でますます重要性を増しているが、このことは知識の社会化の進行のひとつの現われ
と考えられる。特許は知識の社会化をはかる典型的な制度なのである。 
近代的特許制度は 14 世紀にベネチアで生まれ、17 世紀にイギリスで発達し、18 世紀の
産業革命に大きく貢献したと言われる。ほんらい特許権は、技術者や実業家たちによって
利用されてきたものであり、ひろく知識一般に適用されるものではなかった。ところが、
科学技術が産業と結びつきを深めるにつれ、アカデミズムの世界も取り込み、研究成果に
も広く適用されるようになった。さらに 20 世紀後半になって、知的財産制度が国際的に
整備されるようになると、特許制度を中心とする知的財産権をめぐる諸制度はたんなる国
内法ではなく、新知識の生成を世界規模でコントロールする制度へと変容した25。 
一般に特許制度とは、自然法則を利用した高度な技術的思想の発明者に対して、公開と
引き換えに一定期間にわたって独占権を与える制度である26。それは、発明という形で生
み出された新しい落差を国家権力が固定化し、知識の社会的力の作用を保障しようとする
制度にほかならない。特許制度は知識の社会性を顕在化させる制度である、という言い方
もできる。 
特許制度が落差の生成にかかわる制度であることは、その制度設計そのものから理解さ
れる。特許を受けるためには、発明は一般に、 
 
１．新規性 
                                                  
25 特許制度および知的所有権の国際化は、1994 年に制定された「知的所有権の貿易的側
面に関する協定」いわゆる TRIPS 協定に見られる。また先端的研究と特許権との強い結
びつきは、一昨年暮からのｉＰＳ細胞開発をめぐる報道などからも明らかである。新知見
の開発競争は同時に特許取得競争でもある。なお、特許を含む知的財産制度の歴史的展開
および現状については、名和小太郎 2002 、今野浩 2002、石井正 2005 などを参照した。 
26 特許法第二条、第六四条など。特許制度は国ごとにバラつきがあるが、ここではひとま
ず日本の特許法を念頭においた(青山紘一 2008 など)。 
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２．進歩性(非自明性) 
３．産業上の有用性 
 
の三つの条件を満たしていなければならない。新規性とはこれまでにない新しい知見であ
ることであり、進歩性とはだれもが簡単に思いつけるものでないことを意味する。三番目
の条件は、こうした生み出された知見が利用可能な自然的力を持つことを要請している。 
これらの条件は、生み出された知見がその有用性において既存の知識にたいして明瞭な
落差をともなうことを求めている。しかし、落差はそのままではたんなる自然的力の差異
にすぎず、容易に埋め合わされることになる。そこで、つぎに必要なのは、この落差を社
会的に固定化し、そこに社会的な力を発生させ、新しい知見の優位を保存することである。
このプロセスを実行するものこそ特許権にほかならない。 
特許制度は、特許権の付与をとおして、特定の者だけに新知見の独占的利用を認め、他
の利用を制限する。このことで、生み出された落差は保持され、優位は保たれる。注目す
べきは、この作業が、知識の拡大と隠蔽という、先に述べた知識の社会化の二つのプロセ
スにほかならないことである。 
まず特許制度そのものが科学技術の促進を目的として設計されている。新しい有用な技
術を開発しても、模倣が可能であれば優位は簡単に失われることになる。その場合、多額
の費用をかけてあえて発明や開発を試みる者はいないだろう。知識の拡大は停止すること
になる。こうした事態に陥らないために、特許制度は最初の発明者だけに独占的利用権を
与え、他の者の模倣や利用を禁じ、発明者の利益を守ることで、知識の拡大を促そうとす
る。特許権という形で、国家が生み出された落差を認知し、発明の有用性を社会的な力に
転換しているのである。 
特許制度はその際、知識の隠蔽のプロセスをともなっている。それは特許権者以外の知
識が使用を禁じられる点から見て取れる。 
そもそも発明は単発的になされるとは限らない。複数の人間がほぼ同時に同様な発明に
至ることがしばしばある。しかし、特許制度は発明者たち全員ではなく、あくまで最初の
発明者（ないし申請者）だけに特許権を付与する。それ以外の人々は、自分たちが手に入
れていた知見を利用する権利を奪われる。これらの知識はあたかも存在しなかったものの
ごとく扱われるのである。 
また特許は内容の公開を前提にしている。公開されれば新知見はだれにも知られること
になる。しかし、その知識は無断で利用できない。ここでもまた、一種の知識の隠蔽が行
われていると言える。特許権が知識の所有者と非所有車を社会的に決定しているのである。 
さらに、先にも触れたように、古くからの知識が特許制度によってその存在を否定され、
社会的力を奪われることもある。ある地域の人々が特定の植物を古くから病気の治療に利
用してきとしよう。医薬品企業がこの知識を利用し、その植物の成分を分析し、治療効果
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の機序を突き止めたとする。企業はこの発見を特許として登録し、新たな製品を開発し販
売するだろう。この製品が莫大な利益をあげたとしても、伝統的知識の持ち主に利益が還
元されるとはかぎらない。極端な場合、伝統的利用者が企業の特許権を侵害したとして訴
えられ場合さえある27。特許制度によって知識は企業に付与され、伝統的な治療法は知識
としての認知をうばわれるのである。 
どの場合にも、特許制度がもたらす権限の差異は、知識そのものの差異でなく、認定さ
れた知識の差異である。自然的な差異が落差を生み出すのではなく、国家や社会による認
知が落差をつくりだしているのである。現代社会では、知識が純粋に自然的な力だけを発
揮するのは、不可能に近いとさえ言える。 
特許制度および知的所有権一般の広がりは、知識の社会化の広がりにほかならない。し
たがって、知識が社会化されることでどのような事態がもたらされるか、という問題は、
特許制度がどのような事態を生み出しているか、という考察を通じて理解することが可能
になる。若干の実例をあげておこう。 
その一つは、特許制度が知識を持つ者と持たない者との力の差異を際立たせ、拡大する
という事実である。たとえば、特許権によって高額の特許料が課せられるようになれば、
生み出された製品やサービスは高価なものになる。経済的に豊かな者は知識の力の恩恵に
浴すことができても、貧しい者は排除され、ときには生命を脅かされることさえある。た
とえば、ＡＩＤＳ治療薬をめぐって、欧米の製薬企業とアフリカやアジアの国々の間に国
際的な軋轢が生じている28。高額な新薬の開発は豊かな国の患者には朗報でも、貧しい人々
にはむしろ治療の可能性をうばうことになるためである。知識は社会化することで、自然
的な差異を拡大し、あるいは逆転させ、これまでになく強固な社会的落差を生み出すので
ある。 
二つめは、知識の市場経済化である。特許化されることで知識は特許料という値札を付
けられ、商取引の対象となる。「商品価値」のある知識と、「売りものにならない」知識と
が分離されるのである。前者には多額の投資が行われるが、後者は存在の危機に立たされ
ることになる。知識の優劣は、真理でも、社会的な意義や重要性でもなく、市場原理によ
って決定される。市場が知識を認定し、これに優劣をつけ、その価値観にしたがって序列
化するのである。こうした社会では、知識の力は経済的な力として実現されることになる
だろう。 
こうした出来事は、知識の欠如や不完全さが生み出す現象ではなく、知識そのものの特
                                                  
27 具体的な事例は、天笠紘一（編）2003 のほか、前掲バンダナ・シバ 2002、ビクトリア・
タウリ=コープス 2004 など。 
28 特許制度の国際化をめぐる問題、とくにＴＲＩＰＳ協定と医薬品の特許化をめぐる問題
については山根裕子 2008、製薬産業をめぐる諸問題についてはマーシャ・エンジェル 2005
を参照。 
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性の現われであり、落差生成のプロセスの一部にほかならない。知識が認知された知識に
ほかならないとすれば、だれの見解が、どのような形で認知されるか、あるいは、されな
いか、という視点で知識を検討することが必要になる。少なくも、主体と対象との関係を
検討するだけでは、知識の社会的作用はとうてい明らかにできる問題ではない。 
 
3-5 まとめ 
知識をめぐる言説は、「知識の力」の持つ「自然的力」と「社会的力」の両義性を、おそ
らくは無自覚のうちに使い分けてきたと言える。知識の力がつねに自然的力を意味するな
らば、知識の獲得はその主体がだれかにかかわらず、好ましい現象として歓迎されるだろ
う。新しい知識が生み出されれば、それに応じて人類の所有する力の総量も増大し、人々
はその力の恩恵に浴する可能性が高まるからである。自然的力の活用には協力や共同はあ
りえても、競争はありえないように見える。 
知識拡大の意義や価値はつねにこのような状況に位置づけられ、研究や開発は表向き自
然的力の文脈で説かれてきた。たとえば、近年注目を浴びているｉＰＳ細胞の生成にして
も、研究を進める価値や緊急性は、将来の再生医療や移植医療への期待という文脈で説明
されている。 
ところが、人びとの期待が高まり、研究に莫大な予算が計上されるようになると、そこ
に強力な社会的力が作用するようになる。それと同時に、研究の促進をめぐる言説には落
差の語彙が忍び込むようになる。研究者個人が自分自身の力の確保を研究支援の理由にあ
げることはないだろうが、企業や国家のレベルであれば、他に対して優位にたつためとい
う理由づけは頻繁に見られる。たとえば、「チームジャパン」を組織して研究開発に努めな
ければ、諸外国の企業や大学に先行され国益が損なわれる、というｉＰＳ細胞開発をめぐ
る語り方からは、国家を単位として落差の生成競争を強く促す意向を読みとることができ
る29。 
知識に自然的要素だけしか見ない場合、こうした状況は知識を論じる脈絡から切り離さ
れ、研究とは別の政治的な問題ととらえられることになる。しかし、政治性や社会性は知
識と無関係でも、またたんなる背景や基盤にすぎないわけでもない。知識がつねに社会的
力をともなうということは、「知識」そのものに政治的・社会的含意が存在することを意味
する。 
このことを見て取るためには、対象とのかかわりを専らにする伝統的な視点を離れ、主
体（主観）を知識の構成要素として取り込み、諸主体の相互作用の中で知識がどのような
力学的な働きをしているか、できるかぎり具体的に検討する必要がある。したがって、本
稿の後半部では、ここまで考察してきた事柄について歴史的事例を用いた考察を行うこと
                                                  
29たとえば、『読売新聞』2007 年 12 月 20 日など参照。 
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とする。 
先に見たように、知識が「社会的力」を身につけるには二つのやり方がある。ひとつは、
新しい知識を生み出し、これによって生み出された落差を社会的に固定化する場合である。
もうひとつは、存在している知識を社会的に認知しないことで、他の主体と間に社会的落
差を生み出す場合である。 
以下では、この後者のケースについて、アイヌ民族と和人との間に起った民族的問題を
題材に検討する。異なる民族が出会うとき、いっぽうの知識の存在が認知されず、もうい
っぽうの知識だけが知識として認知され、そのことによって後者の民族が強大な力を獲得
するという現象がしばしば発生する。先に触れた、伝統的な医療知識を欧米の薬品メーカ
ーが利用する場合もその一例である。 
同じような出来事は、明治時代以降の和人政府による北海道開発でも生じてきた。アイ
ヌ民族側の知識の存在が否定され「無知無能の民」とみなされることで、同化政策への抵
抗の力をうばわれてきたのである。この点を、第Ⅱ部では「アイヌ肖像権裁判」およびア
イヌ民族教育を題材に検討する。 
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第Ⅱ部 事例研究―知識の隠蔽 
 
 
第 4 章 アイヌ肖像権裁判に見る知識の社会的力 
 
アブストラクト 
社会的力の作用の実例として、アイヌ民族に対する和人研究者の力を検討する。和人
研究者たちはアイヌ民族に対して強大な権力を行使してきた。アイヌ民族からの抗議
や反発にあっても、この力は揺るがなかった。しかし、研究者の知識の杜撰さが明ら
かになると、この力は一気に失われていく。このプロセスを「アイヌ肖像権裁判」の
記録をもとに検証する。それによって、研究者の力が社会的な承認による力だったこ
とが示される。 
 
4-1 はじめに 
 第Ⅱ部では、これまで理論的に考察してきた知識の社会的作用の様態を、実例にもとづ
いて検討する。とはいえ、知識の力はおよそ知識が社会の中で用いられるあらゆる場面で
作用しているものであり、その働き方も複雑多様でその作用は広範に及ぶ。したがって、
その全容を解明することは、現代社会における多様で広大な局面に対して、膨大な資料と
綿密な分析にもとづく研究を必要とするだろう。こうした事情を考えれば、これまでの議
論で提起された諸問題を少数の事例で網羅することは困難であり、以下で示される検討は
あくまでも力の作用のごく限られた局面にとどまらざるを得ない。しかし、第 3 章までの
理論的考察の核心部分について、たとえ一例であっても具体的事実関係を確認できれば、
これまで考察してきた知識の特性がたんなる理論的仮構物ではなく、現実に社会を動かす
実在の作用であることが確認されるだろう。 
 第 4 章では、第 3 章で提示された知識の「社会的力」が実在の力であり、具体的な局面
で作動していることを、アイヌ民族に関する研究を事例に検討する。先に示したように、
知識の社会的力は、知識の拡大と知識の隠蔽という二つのプロセスによって発生する。こ
こでは、とくに知識の隠蔽によって生み出される社会的力の存在を確認する。知識が隠蔽
されることで、「知と無知の落差」が形成され、社会的な力関係が発生する。この力関係の
存在を具体的に確認するのが本章の目的である。続いて第 5 章で、この力関係が社会の中
で果たしている作用を、アイヌ教育を事例に、より詳細に検討する。 
前章で確認したように、知識に本来そなわる自然的力は、真なる認識の力であり、真理
であることを前提としている。たとえ虚偽の学説を世界中が真理と思い込んだとしても、
それによって自然的力が発生することはない。いっぽう社会的力は真理と「みなされる」
ことで、真偽とは関わりなく発生することにその特徴がある。 
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したがって、「知識」が生み出す力が自然的でなく、社会的であることを示すには、 
 
ａ．虚偽であるのに力を発揮している事例 
 
を見つけ出すことが必要となる。さらに、 
 
ｂ．力の発生と消滅が、社会による認否とほぼ一致している 
 
ことが確認できれば、その力がこれまでに検討してきた社会的力である可能性が高まる。
そして、 
 
ｃ．認否が知識の隠蔽によって起こっている 
 
ことが示せれば、知識の隠蔽による社会的力の発生という力学的プロセスの仮説が例証さ
れることになるだろう。 
このことを示すために、本章では、アイヌ民族と、アイヌ民族を研究してきた研究者と
の間に見られる社会的力関係を取り上げ、和人の知識に与えられてきた力が社会的な産物
であることを、一つの裁判の記録から読み取る。 
アイヌ民族は明治時代以降、研究者から「無知無能の民」「滅びゆく民族」と規定され、
和人社会への同化が推し進められた。その過程で自分たちの言語の使用を禁じられ、伝統
的な文化や生活を放棄させられ、和人たちの介入を甘受せざるを得なかった。こうした政
策に根拠を与えていたものの一つが、和人研究者たちによる「学問」である。 
いっぽう、「知識」を持つ学者たちに対して、「無知な」アイヌが反論することは難しか
った。ここには言説が社会に与える影響という意味で、和人研究者がアイヌ民族に対して
圧倒的な力を行使してきたといえる。この力の源泉は、一般には和人研究者の学術的知識
によるものと考えられてきた。研究者の発言は真理であるから、社会的に力を持ち、いっ
ぽうアイヌたちは無知であるから、その言論は取り上げるに値しない、とされてきたので
ある。つまり、研究者を含む和人側の力の源泉は、和人研究者がもつ知識の自然的力にあ
り、アイヌ側の無力は知識の欠如に由来すると考えられてきたのである。 
しかし、一つの裁判を通して、この「無知」と「知」の内実が明らかになる。「無知」は
実はアイヌでなく、和人研究者たちの「学問」の側にあったのである。 
研究者たちは実際には知識を欠いているのに力をふるい、いっぽうでアイヌたちは知識
を所有しているのに力を奪われてきた。ここではたらく力は知識そのものの自然的力では
なく、研究者とアイヌ民族との間に生み出された人為的な落差にもとづくものだった。研
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究者たちの学問的権力は社会的な産物だったのである30。 
 
4-2 アイヌ民族とアイヌ研究 
本題に入る前に、アイヌ民族とアイヌ研究とのかかわりを簡単に振り返っておこう31。 
アイヌ民族は 13 世紀から 17 世紀にかけて、東北地方から北海道、千島列島やサハリン
南部に広く居住し、東北アジア一帯と活発に交易を行ない、豊かな文化を築いていた。し
かし、近世になって和人による幕藩体制が成立すると、和人の搾取や略奪の対象とされ、
その力を弱めていく。1855 年の蝦夷地幕領化以降、アイヌの「内民化」政策が推し進めら
れた。明治時代に入ると政府は蝦夷地を「北海道」と改め、積極的な同化政策を展開する。
アイヌの伝統的風習だけでなく伝統的狩猟や漁労が禁止され、生活の場であった山林原野
も官有地に編入された後に和人に払い下げられた。アイヌは生活の手段を奪われ、多くの
人びとが餓死寸前まで追い込まれただけでなく、和人の大量入植によって伝染病がもたら
され、抵抗力のないアイヌたちに結核や梅毒が蔓延した。 
こうしたアイヌの窮状に対して、1880 年代になると「保護」論が唱えられるようになる
（小川 1997、107）。1899 年に「北海道旧土人保護法」が成立し、農耕を目的とした土地
がアイヌに給付された。しかし「保護」をうたってはいるものの、この法律の実体はアイ
ヌを農民化し「農業を通じての皇国臣民化」を図るものであり（海保 1992、123-4）、ア
イヌは日本社会への同化をいっそう強いられていった32。その過程で、アイヌの窮状はア
イヌ自身の「無学無智」によって「自ラ招ク困苦」である（湯地 1882〈1998〉）という理
解が広まり、「優勝劣敗」の進化思想と結びついて、アイヌは「自然に滅びる運命にある民
族」、歴史に取り残された「現在のなかの過去」と位置づけられることになる（冨山 1994、
モーリス＝鈴木 2000、110-1）。同時に、アイヌは歴史的研究資料として注目され、当時日
本に導入されたばかりの人類学や考古学の研究対象として脚光を浴びた。以来アイヌ研究
は、遺跡の発掘調査などを通じた「過去」としての研究を中心に推し進められることにな
る33。 
                                                  
30 知識と
．
権力の関係は、一部の社会学者たちによって古くから考察されてきた（原田 1994
参照）が、それは主に「知識人」という「階級」や「身分」の問題であった(たとえばブル
デュー、パスロン 1997)。また、この分野の重要な論客であるフーコーは、人文諸学の「ま
なざし」と権力との繋がりを論じている(フーコー1977)。しかし、ここで問題にしたいの
は、特定の立場や方法ではなく、「真なる思い」という古典的な認識観念そのものの
．．．．．
力学的
作用である。「pouvoir」や「power」はしばしば「権力」と訳されるが、物理的力をも含
む広大な観念であって、「自然的力」から区別された意味での「権力」ではない。 
31 アイヌ民族の通史については、宮島 1996、児島 2003 など参照。 
32 小川正人は、同法の目的はアイヌの保護と同化というより、むしろ抑圧と排除にあった
と解釈している（小川 1997、131）。 
33 たとえば、『アイヌ学への歩み』と題された書物（藤本 1983）は、「アイヌ学」と言い
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アイヌを「無知無能」の民とする観点は、アイヌ研究を通じていっそう強化された。日
本における考古学の創始者の一人である坪井正五郎が、すでにアイヌを「智識の低い者」、
「無智の民」と形容していた事実は広く知られている（小熊 1995、79-80 など）。またア
イヌの生活状態を把握するために北海道庁内務部が 1918 年に行なった「旧土人に関する
調査」には、学校教育、衛生思想、財産管理能力などにおいてアイヌの「無知」や「能力
の乏しさ」に関する記述がおびただしく現われる（北海道庁内務部 1918<1998>）。こうし
て規定された「無知」は、当初は和人化した北海道で生活するための知識、たとえば農耕
技術や日本語や財産管理などについて言われたが、しだいに民族の伝統的な生活や風習に
ついてもアイヌはその知識を否定され、和人研究者の「学問」が日本人のアイヌ像を形成
するとともに、アイヌ自身はものごとの決定権を失っていくのである34。 
このことはまた、研究者たちがアイヌ民族に大きな力を振るうことを可能にした。多く
の学者たちが、「研究」の名目で、わずかな金銭や酒と引き換えに、場合によってはまった
く無断で、アイヌの家庭から無数の品物を持ち出し、返還の約束もほとんど守られなかっ
た。一般に窃盗とみなされる行為が、学問の名で横行していたのである。その典型的事例
は、児玉作左衛門による人骨採集だろう。彼は北海道帝国大学医学部教授として、昭和初
期から 30 年代にかけて、安易に近づくことが許されない墓地に立ち入り、数多くのアイ
ヌの墓を発掘し、そこから数多くの人骨を採取した35。 
こうした状況を背景として、アイヌ肖像権裁判の原告チカップ美恵子36は、アイヌ研究
家の更科源蔵に出会った。1964 年 10 月ＮＨＫが北海道弟子屈町で行なった『ユーカラの
世界』の撮影に、彼女は出演者として、更科は監修者ないし時代考証者として居合わせた
のである。アイヌ文化を題材とした映像の撮影に、アイヌ自身でなく和人研究者が監修者
として呼ばれることが、すでにアイヌと和人の間にある力関係を示していると言えるだろ
う。  
チカップの語るエピソードが、この状況を物語っている。彼女は母親が作製した刺繍を
更科に贈るが、更科はその文様を北海道アイヌのものでないと決め付けたという。チカッ
プはこの態度に反発を感じたが、その場で言い返すことはできなかった。祖母から母へ、
母から娘へと受けつがれた伝統的刺繍でさえ、当事者であるアイヌはその正統性を主張で
きなかったのである。彼女はこれを「子供」だったためと説明しているが、「大学の先生」
                                                                                                                                                  
ながら続縄文文化や擦文文化などの考古学的研究しか取り上げていない。アイヌは強固に
古代と結び付けられている。 
34 たとえば、「北海道旧土人保護法」の制定や改正はアイヌ自身のほとんど関知しないと
ころで行なわれた。小川(1997、133)など参照。 
35 児玉について、肖像権裁判の中では原告側証人だけでなく、被告の高倉によっても語ら
れている（現代企画室 1988、85、146、205 など）。児玉作左衛門による墓地発掘につい
ては、Bogdanowicz 2003、植木 2008 など。 
36 訴状では内藤美恵子、後に伊賀美恵子に改姓。 
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という「社会的に位置づけられている人」という背景が、彼女の反論を押しとどめたこと
が推察される（チカップ 1991、10-8）。 
 
4-3 アイヌ肖像権裁判 
 18 年後の 1982 年 6 月、チカップは『アイヌ民族誌』に掲載された自分の顔写真を眼に
する。さらに同誌には、時代考証を無視した写真や毛深さをみせるための裸の写真などが、
「滅びゆく民族」の事例として「見世物のように」掲載されていた。 
『アイヌ民族誌』はアイヌ文化保存対策協議会の編集、児玉作左衛門、犬飼哲夫、高倉
新一郎の監修により、1969 年に第一法規出版株式会社から出版された、原色・単色図版
148、本文 800 頁の巨大な書籍である。監修者三名はいずれも北海道大学名誉教授の肩書
きをもち、巻頭には言語学者金田一京助による「アイヌ民族誌のはじめに」、当時の北海道
知事町村金五の「推薦のことば」、北海道教育委員会教育長岡村正吉の「アイヌ民族誌によ
せて」が並び、同誌が北海道百年を記念して刊行されたこと、アイヌ文化保存対策協議会
が北海道教育庁内に設置されていることが述べられている。また監修者たちは、同誌が「従
来の研究を広くとり入れた、いわば、アイヌのすべてを研究の到達し得た現段階で示そう
としたもの」であり、「さらに、専門的研究、態度は失わないが、できるだけ一般に理解し
やすいことを旨として、いわばアイヌ研究の入門として役立つように編集した」と記述し
ている（「監修にあたって」）。『アイヌ民族誌』は、当時の学界および行政権力公認の「知」
を集大成したものといえるだろう。 
更科源蔵はアイヌ文学研究者として、『アイヌ民族誌』の執筆者に加わり、『ユーカラの
世界』収録の際に自分が撮影した複数の写真を同誌に提供していた。その中の一枚が、ム
ックリを演奏するチカップを写したものだった。チカップは更科に問い合わせ経緯の説明
を求めるが、そのやり取りの中で、「民族衣装であるとか、ユーカラであるとか、アイヌの
言葉であるとか、そういうことがすばらしい」と語る研究者に疑問を抱くようになったと
いう。彼女は、「アイヌ研究家と称する学者たちにとっての文化とは、学術研究の論文に値
するものだけ」であるのに対して、「私たちにとっての文化とは、日常生活にかかわること
のすべて」であると考え、学者たちの「アイヌに対する無知」を正そうとして裁判を決意
したという（チカップ 1991、2-25、204-8）。  
だが、これまで「無知の民」とされ続けてきたアイヌの一個人が、当時の公認の「知」
に対して反論することは容易でなかった。更科源蔵もまた、アイヌ研究家、郷土史家、詩
人として数々の文化賞を受賞し37、大学教授として公認された「知」の側の一人であった。
チカップが更科を相手に裁判を起こしたとき、「女で無名の私が北海道を代表する研究家を
                                                  
37 死亡時の新聞記事によれば、北海道文化賞、北海道新聞文化賞、ＮＨＫ放送文化賞を受
賞し、北海道新聞文化賞の審査員であり、郷里弟子屈には文学碑が建てられていた（北海
道新聞 1985 年 9 月 26 日）。 
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被告にした」ことに批判の声があったという。実際、更科死亡時の追悼文で、当時の北海
道新聞文化部長相神達夫は、この訴訟を「シッペ返し」であり「不条理」だと批判してい
る（相神 1985）。「ところが、一般的に、アイヌは未開で無知で文盲でというふうにやられ
てきて」いたために、「ほとんど泣き寝入りで」、差別があっても「くやしいまま言い返す
こともできない」状況だった（チカップ 1991、179）。公認の「知」に対して「無知」の
側から反論することは、いわば越権行為と見なされていたと言える。 
チカップは、1985 年 5 月 23 日、更科源蔵と第一法規出版を相手に、損害賠償と新聞各
紙への謝罪文の掲載とを請求する訴状を東京地方裁判所に提出した。請求の第一の理由は、
『アイヌ民族誌』に自分の写真を無断で掲載され、肖像権を侵害されたことだったが、訴
状はさらに同誌がアイヌ民族を「滅びゆく民族」と規定し、アイヌの身体的特徴を解剖学
的に紹介するなど、人間をあたかも標本のごとく扱い、現存するアイヌ民族の誇りを著し
く傷つけていること、『アイヌ民族誌』に写真が掲載されたことで、原告が同化政策に賛同
するかの誤った印象を与え、原告の名誉を著しく毀損したことを指摘している（現代企画
室編集部 1988、12-5）。原告側は、さらに 1985 年 9 月 9 日付の準備書面（同、21-5）で、
『アイヌ民族誌』の監修者・執筆者である児玉作左衛門による人骨採集に言及、さらに 1986
年 1 月 31 日付けの準備書面(同、26-36)で、多数派民族による少数民族への差別が国連人
権規約や人種差別撤廃条約に反することを指摘し、アイヌに対する「侮蔑的、差別的著述
の一部」を 59 項目にわたって指摘した。 
 
4-4 被告側の反応 
訴訟の直前、1985 年 5 月 22 日の北海道新聞には、「私はアイヌ文化を正しく理解して
欲しいと願って仕事をしてきた」が、これまで「こんなことを言われたことはなかった。
悪いことをしたとは思わない」という更科のコメントが掲載されている。ここから推測さ
れるように、被告側に差別の自覚はなかった。むしろ、アイヌ研究者たちの多くは自分た
ちこそアイヌの最良の理解者と考えており、「友人」であるはずのアイヌからの訴えはまっ
たく予期できない出来事だったに違いない38。 
1985 年 7 月 1 日に提出された被告答弁書において、被告訴訟代理人の井関浩は、『アイ
ヌ民族誌』が「学問的な研究に基づいて発表したものであって、学問の自由、表現の自由
に基づく社会的に有用な行為であるから、不法行為の対象となるような肖像権の侵害とい
われる余地はない」と回答している（現代企画室編集部 1988、18-21）。学問であれば人
                                                  
38原告側代理人の一人大谷恭子は、出版社や監修者が謝罪に応じるという当初の期待が裏
切られ、かたくなに拒否されたため裁判に踏み切った、と後に述べている（大谷 2002、
90-1）。アイヌ学者たちに対するアイヌの見方と、アイヌ学者自身の自己理解との間のズレ
も興味深い問題である。多くのアイヌ学者は自分をアイヌのシサム（友人）と考えてきた
が、アイヌたちはこれを否定している。たとえば、萱野(1980<1990>、127)など参照。 
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権の侵害や差別にはならない、というこの反応は、翌 1986 年 5 月 16 日付けの被告側準備
書面（同、44-6）でもくり返される。同書面の「第一 原告の主張について」の二では、
『アイヌ民族誌』の記述が「客観的かつ科学的にされていること」は「明らか」だから、
「アイヌ民族の誇りを傷つけ、あるいは同化政策を賛美するものではない」と主張され、
この論旨を補強するために、出版当時「識者」たちが同誌を高く評価したことが記されて
いる。 
同書面「第二 被告らの主張」においても同様な論旨が繰り返される。しかし、そこで
は、「個々の記述部分については、研究対象とされたアイヌ民族としての個人的感情にそわ
ない部分があるかも知れない」という見解が付け加えられている。『アイヌ民族誌』がアイ
ヌの人びとの感情を傷つけるものだった事実を、被告側自身が認めているのである。とは
いえ、結局この事実も、「本誌の出版について適用される学問の自由ないし表現の自由とい
う法益のために、受忍されなければならない」として、学問の価値を理由に斥けられた。
このように、被告側はあくまでも「学問」の力を盾に原告の主張を否定しようとした。 
さらに被告側は、「本誌で表明された研究者の見解について反対というのであれば、その
旨の言論をもって反論すべきであって」、学問という領域の外部で裁判に訴えるのは「筋違
い」であるとも主張し（同、46）、学問的見解に反論できるのは学問的見解だけだという
立場を取った。「知」の論争はその権限を与えられた範囲内でしか許されない、というので
ある。 
被告たちは、学術研究の力をもって、原告側の主張を振り払おうとした。そして、この
力の源泉は学術的知識の正当性にあると考えられていた。アイヌ民族の主張が真理の権威
に対抗できるとは、被告たちのだれも考えていなかったに違いない。 
 
4-5 裁判の行方 
更科は裁判が始まってまもなく、1985 年 9 月 25 日に死亡する。その後、1986 年 5 月
13 日に、『アイヌ民族誌』の監修者である高倉新一郎と犬飼哲夫に対しても更科と同内容
の訴えが提出され、その後二つの裁判は弁論併合の形で進められた。 
原告側が一個人の肖像権侵害だけでなく、「研究」そのものの差別的性格を問題にしたこ
とは先に触れたが、その対象は『アイヌ民族誌』という特定の著作に限定されるものでは
なく、明治以来のアイヌ研究全般に及んだ。1987 年 2 月 16 日付の準備書面で、原告側は
「三、アイヌ民族とアイヌ研究（学）」という一節を設け、アイヌ研究一般の差別的性格を
三点にわたって、およそ次のように論じている（現代企画室編集部 1988、58-71）。 
第一に、アイヌ研究はアイヌ民族を進歩に取り残された「未開」で「劣等」な「原始人」
と規定することで、明治以来の政府の同化政策を加速し、アイヌ民族や文化を滅亡させる
道具として働いてきた。こうした断定は科学的・学問的真理ではないにもかかわらず、学
問的成果として発表されることで、評価が普遍的・固定的に宣伝され、アイヌ民族に対す
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る誤解や差別を助長した。 
第二に、アイヌ研究者たちはアイヌ民族を物的対象のごとく扱い、数々の非人間的行為
を繰り返してきた。アイヌの装飾品や日用品などを多数持ちさり、研究材料として利用し
ながら、一切返却せずにいるとして、児玉作左衛門の人骨持ち去りに言及したほか、「一人
児玉作左衛門だけが特別だったわけではない」として、被告である更級源蔵、高倉新一郎、
犬飼哲夫に加えて、金田一京助、林善茂の名が挙げられる。 
第三に、こうした学者たちの態度に対して、多くのアイヌは不快感や怒りを持ち、違星
北斗、小信小太郎、鳩沢佐美夫、結城庄司らが抵抗を試みてきたことが述べられる。特に、
1977 年北海道大学の講義中における林善茂の差別的発言に抗議した結城庄司に触れ、「ア
イヌ民族がもはやこれ以上、研究の対象としてのみ扱われることを厳に拒絶せんとしてい
るものである」と結んでいる39。 
1988 年 2 月 23 日と 24 日には、3 名の原告側証人の証言と高倉への被告人尋問が、札
幌地方裁判所へ出張して行なわれた。原告側証人は北海道平取町の二風谷アイヌ資料館館
長萱野茂、人類学者で北海道大学助教授の吉崎昌一、北海道アイヌ民族振興会常任理事豊
川重雄の三人である（肩書きは当時）。 
  
4-6 落差の消失 
 一日目の 2 月 23 日には、原告側訴訟代理人である黒田純吉と安田好弘によって萱野、
吉崎、豊川三証人への質問が行なわれた。三人は一様に研究の非人間性を指摘したが、論
点はそれにとどまるものではなかった。そこでは、アイヌ研究の知識としての資格が問わ
れたのである。 
証言の中で萱野茂は、アイヌ研究の非人間性とともに、『アイヌ民族誌』の中にある数々
の誤りを指摘した。たとえば、写真に付せられたコメントに限っても、丸木舟について、
トイレと住居について、ふきの葉の家について、イナウについてなど、数多くの誤りがあ
るという。これらの誤りはアイヌからすれば簡単に発見できたものだが、それらが見過さ
れたのはアイヌが同誌の編集から完全に締め出されていたためである、とした（現代企画
室編集部 1988、76-103）。 
 吉崎昌一は、人類学的なフィールドワークに際して、研究対象となる人びとへ研究の目
                                                  
39 1977 年、北海道大学経済学部の講義中に差別的発言を行なったとして、結城庄司は同
大教授林善茂に公開質問状を送り、最終的に林は公開の場で反省の意を表明することにな
る（結城 1997、176-234）。しかし、こうした抗議に対してアイヌ研究者たちが留意して
きたとは言いがたい。この事件について、肖像権裁判の被告人尋問の中で高倉新一郎は、
「林君がひどい目に会」ったことだと説明し、「こちらの思いがけないようなことが起きる」
「アイヌ問題の恐ろしさを知ら」されたと語り、研究者側の非にはまったく触れていない
（現代企画室編集部 1988、219-22）。 
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的や方法を説明し承諾や許可を得ることが、すでに 1950 年代頃から一般的となっている
ことを説明し、「相手に不快感を起こさせる〔……〕神経を逆なでするような調査は、絶対
やってはいけないというのは、鉄則だと思います」と述べた(同、109-15)。さらに、『アイ
ヌ民族誌』が「学術的な刊行物として、非常に程度の高い本」ではないと証言した。その
理由は、調査された事項について、調査の場所や日時の明記という「もっとも初歩的な記
載の方法の第一歩」がなされていないこと、他の文献からの引用がきちんと示されていな
いことにある。それゆえ、彼は「サイエンスのレベルでこれを学術書としては認めたくな
い」と述べ、不適切な箇所を具体的に指摘した（同、116-7）。 
 豊川重雄は、伝統的儀式の復活に学者たちの協力がないことや盗掘などについて証言を
行なったのち、最後に「これは日本人とアイヌの裁判だと思っております」「民族の裁判だ
と思っております」と締めくくった（同、130-54）。 
 翌 2 月 24 日には、被告側代理人井関浩による三証人への質問に続いて、被告高倉新一
郎への尋問が行なわれた（同、185-252）。高倉は最初、『アイヌ民族誌』の学問性、客観
性を主張した。写真が多用されたのは、科学的に「実証されて、そして、納得のいくもの」
にするためであり、そしてまた一般に広く読んでもらうためだった。さらに、市井に出回
っているアイヌの写真は興味本位で撮られたものが多く、それらは「客観性」に欠ける。
だから、そうしたものは取り上げないことにした、とも述べている(同、199-201)。 
しかし、この主張は尋問の中で崩されていく。たとえば、「実証」のために写された写真
の時代背景を問われて、高倉は「わからない」と答える。引用や出典が明記されていない
点については「ルーズと言えばルーズ」だと認めざるをえない（同、223）。それでもなお
彼は『アイヌ民族誌』の「科学性」を主張し続けるが、萱野によって明らかにされた数々
の誤りを指摘され、しだいに返答に窮するようになる。 
アイヌ研究者が科学性や学問性を唱え、その根拠として「実証」を持ち出すなら、研究
成果とデータとの照合が必要だろう。そのために彼らが情報ソースとして頼るのは、当事
者であるアイヌにほかならない。高倉は尋問に答える中で、「萱野さんが私の先生」である
と認めざるを得ない(同、227)。「知」の妥当性を最終的に判定するのは研究者自身ではな
くアイヌであり、『アイヌ民族誌』に学問的権威を付与するのもアイヌ自身だったのである。
ところが、その編集からアイヌは完全に排除されていた。高倉が拠り所とした「学問」と
しての手続きは、守られていなかった。 
「学問的知識」の権力とその性質をよく表しているのは、『アイヌ民族誌』172 ページに
記載された一枚の写真である。そこにはアイヌ社会の「禁令、刑罰、制裁」を論じた高倉
による本文に対応して、鼻を削がれた一組の男女の姿が掲載され、「姦通罪で鼻をそがれた
男女」というコメントが付されている。処罰を受けた人間を掲載することの是非もひとつ
の問題だが、それ以上に重大なのは本文に姦通罪についての説明がまったくない点にある。
つまり、もともと必要のない、しかしきわめて残酷な写真が、当人の人権を無視して掲載
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されていたのである。さらに、このコメントの学問的根拠を問われて高倉は、金田一京助
に由来する、としか答えられない。「ともかく日本で唯一の権威者といわれる方が、そう言
われるんですから、それを信用しなければ……すべてを疑ってかかったら、とても書けま
せんよこの問題は」(同、234)。「学問」という権威の無根拠さを高倉自身が認めざるを得
なくなった。 
こうして、知と無知の関係は反転し、これまで存在した落差は消失した。アイヌが自ら
の文化や生活について「知識」を所有し、その前で研究者たちがしばしば「無知」である
ことが、裁判の中で明らかになった。『アイヌ民族誌』は「知」の地位から降ろされ、裁判
は 1988 年 9 月 20 日に和解が成立する。被告側は和解金 100 万円を支払うとともに原告
に陳謝することとなり、実質的に原告側の勝利に終わる。 
 
4-7 裁判からわかること 
 この裁判からいったい何が理解されるだろうか。 
第一に、アイヌ研究が研究の対象であるアイヌの人びとに対して強大な力を発揮してき
たことである。政府の同化政策に加担し、アイヌ民族の伝統的生活や文化の消失をもたら
しただけでなく、研究者たちはアイヌの社会に入り込み、人びとの感情を逆なでしてきた。
原告が肖像権の侵害を訴えたとき、被告たちが「学問の自由」においてこれを斥けようと
したことにも、その力の存在は現われている。それはアイヌ側の抵抗を意に介することも
なかった。 
第二に、しかし、その力は研究者たちの成果に自然的に備わったものではない。裁判の
中で、「アイヌ研究」が「学問」として不十分であることが明らかになった。数々の誤りに
満ちていたにもかかわらず、『アイヌ民族誌』は権威ある「知識」として通用し、これを根
拠に研究者たちは強大な力を行使してきた。しかし、その力は「真理」に由来するもので
はなかったのである。ここでは、「科学は普遍的真理であるが故に力となる」といった古典
的観点は成り立たない。アイヌ研究の力とは、知識そのものの力ではなく、知識と「認め
られる」ことによって社会的に生み出された力なのである。 
第三に、この力が社会的産物であることは、裁判によって学術的価値が否定されたこと
で研究者たちが謝罪せざるを得なくなったことに示されている。この謝罪は研究の非人道
性が認められたためではなく、アイヌ研究の「知識」としての認知が失われたためになさ
れた。「知識」としての認知の消失とともに研究者たちの主張はその力は失ったのである。
その力が知識そのものに由来するのであれば、このようなことはありえない。 
 第四に、この過程で、アイヌの「無知」が、むしろ研究者側の無知に由来することも明
らかになった。アイヌ民族の風習や文化について、アイヌは当事者として知識を所有して
いた。しかし、その存在は研究者たちによって覆い隠され、和人社会から知識としての認
知を受けず、アイヌは無知無能の民と言われつづけた。こうした隠蔽によって生じた落差
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が、アイヌ民族への差別を支えてきたのである。 
しかし、最後に、裁判の中でアイヌ民族の知識が回復され、研究者とアイヌ民族との知
識の落差が消失した。自分たちの研究が知識として認められ、アイヌの知識が隠されてい
る限り、研究者たちは「学問」を盾に謝罪に応じようとはしなかった。ところが、研究者
たちが「知識」をはく奪され。アイヌの知識が回復され、両者にあった落差が消失した（さ
れに反転した）ことで、被告たちの言い分は力を失った。社会的に生み出された落差が、
知識の力関係を支配していたのである。 
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第 5 章 アイヌ教育と開拓政策 
 
アブストラクト 
第４章とは逆に、知識を否定されることで力を奪われる事例を検討する。アイヌ民族
は明治時代以降、和人たちから｢無知無能の民｣とみなされた。「無知無能」であるがゆ
えに、貧困や疾病など、悲惨な生活に陥ったと考えられた。その対策として、教育の
必要性が説かれたが、その中身は和人の知識の教育であり、アイヌ民族固有の生活は
崩壊した。この過程で、アイヌ民族は和人社会への同化を余儀なくされ、いっそうの
苦境に陥らざるを得なかった。 
 
5-1 はじめに 
 客観性や中立性をうたう研究や教育も含めて、知識は社会の中で政治的性質を帯びる。
それは、知識の内容が特定の政治的立場や主張に加担している、という意味ではなく、「知
識」という観念そのものが、ひとつの政治的力関係を形成しているからである。真理を知
ることが人間にとって有用だとすれば､真理を知っていると見なされることは、その有用性
の持ち主として社会に介入することだろう。知識は知識と認められることによって、社会
的な力を手に入れるのである。 
 知識が力を持つとすれば、その知識を覆い隠し、存在を否定することで、力を奪うこと
もできる。実際、明治以降の日本政府はアイヌ民族の知識を否定し、この力学的関係を利
用して北海道開拓を推し進めた。その過程で、アイヌたちは自律的生存の道を閉ざされ、
同化政策に取り込まれていく。「知」と「無知」の落差が、開拓政策を押し進める手段とし
て利用されたのである。 
以下では、(1)アイヌの知識が隠蔽され、和人との間に人為的な落差が形成されてきた実
態を明らかにし、さらに(2)この落差を埋め合わせ、アイヌを「救済」するとされた「教育」
が、アイヌの置かれた状況と開拓政策との狭間で担った役割を、主に和人行政側の見解の
中から読み取っていく。 
 
5-2 教育への思い 
 1935 年のある会議で、道庁関係者を前にアイヌ民族の向井山雄は次のように発言してい
る。 
 
  「アイヌの生活改善経済更生及衛生問題、此等の根本原因は教育にあると私は考へて
ゐる。アイヌの教育は私共は一番大切な問題としてお考を願ひたい。教育の徹底を得
るならば総ての改善は自ら為し得ると私は信じてゐる」（北海道庁学務部 1935〈1998〉、
327）。 
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アイヌの生活の根本的な改善は教育にある、だから、アイヌへの教育の徹底を図ってほし
い。ここには、知識を求める思いが明確に表明されている。この思いは、言いかえれば知
識が持つ力への期待である。社会で生きていくには知識が必要であり、知識を身につける
ことで自分たちの状況を改善できる。教育こそ問題解決の根本的方策である、という期待
が、アイヌ自身から繰り返し唱えられてきた40。 
 向井の発言は、同年 7 月 10 日に北海道庁学務部が札幌で開催した「旧土人保護施設改
善座談会」での発言の一部である。この座談会は、アイヌ民族の日本社会への「同化」が
すすみ、明治 32 年（1899 年）に制定された北海道旧土人保護法が実状に即さなくなった
ことを踏まえ、その改正のための調査の一環として開催された。「同族の意見は勿論斯界の
学者及斯界の指導者階級にある人の意見を徴し、以て本案の完璧を期せようと言ふ趣旨」
が、主催者側から述べられている（同 282）。そこには学務部長、社会課長など道庁関係者、
研究者、さらにアイヌ学校長、アイヌが多く居住する市町村の長などの和人に加えて、数
名のアイヌ「先覚者」が出席していた。 
 座談会では、「旧土人の救護に関する件」など 11 項目が座談事項として予定され、貧困、
職業指導、住宅事情、風俗習慣、保健衛生などに関しアイヌの置かれた困難な状況が指摘
された後、話題が教育の問題に及んだとき、アイヌの出席者たちからその充実を求める発
言が次々となされた。向井の言葉もそうした発言の一つとして発せられたものである。 
 彼らが教育にこだわった背景には、社会で必要な知識がアイヌに欠けている、という認
識があった。そして、この欠如がアイヌを窮地に陥れている、と考えられていた。向井の
発言が行われる直前、浦川清はこう語っていた。 
 
  「吾々同族の問題に付て色々お話をお聴きしましたが、その事は大体吾々は社会的に
自覚してゐないことに原因してゐる。それは畢竟何に基くものであるかと云へば、教
育観念の乏しかったことが原因だらうと思ふ」（同 327）。 
 
「社会的自覚」の欠如が問題の原因であれば、解決のためには欠如を補えばよい。問題が
解決されないとすれば、それは補充が不十分だからである。いっそうの教育が期待される
のは、当然の成り行きとも言える。 
 しかし、ここでいわれる社会はアイヌの伝統的社会ではなく、和人化した北海道だった。
                                                  
40 向井と同列に論じることはできないが、アイヌの自立を唱えた鳩沢佐美夫も、それから
30 年以上経た 1969 年に、苫小牧東高校生徒たちに次のように話したという。 
 ｢ですからね、僕はアイヌ自身の地位を向上させるということがアイヌ問題解決のすべて
だというような気がするんです。つまり教育だとか、その他あらゆる面で自分白身をより
高度に発展させるということ以外に問題解決の途はないような気がするんです｣(須貝
1972,  239-40)。 
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「教育」とは、和人社会の中で和人と伍していくための教育であり、それは和人の知識を
アイヌが身につけることを意味した。そのため浦川も向井も、アイヌと和人を区別せず等
しい教育を行うことを要求した。アイヌだけを隔離して特別な教育課程を施すこれまでの
政策41は、速やかに改めなければならない。浦川はこう述べている。 
 
  ｢今日の進歩した社会に於て吾々同族のみを収容して特殊な教育を施すといふことは、
政策の誤ったものではないかといふ考がある。成るべく吾々は色々な欠陥、社会に日
覚てない欠陥を改善するのが、教育の力であるといふことを自覚して、この共学を非
常に切望するのであります｣(同 327)。 
 
向井も次のように発言している。 
 
  ｢共学の問題に対しては私の経験上特殊に分離して教育してゐる児童と、共学を得てゐ
る児童に於ては、非常に教育程度に於て相違することを経験するものである。従って
私は常に共学を主張して、悉くさういふ工合に一定の取扱を受けて教育をして頂きた
いと常に懇願してゐるものである｣(同 327)。 
 
 指導的立場にあると目された多くのアイヌが、自分たちに知識が欠けていると判断し、
和人と同じ教育を求めていた。それは、アイヌ民族が置かれた状況を脱出するための、切
実な願いだったと言えるだろう。しかし、同時にそれは、和人への同化を自ら積極的に推
し進めることでもあった。 
 
5-3 アイヌの「無知」 
 和人行政側はこの状況をどう把握していただろう。一例として､1918 年に「旧土人ノ保
護施設改善二資セムガ為ニ」北海道庁がまとめた『旧土人に関する調査』（以下『調査』）
を取り上げよう。そこには、アイヌの思想や観念の「欠如」「無知」「無能力」といった表
現が頻繁に用いられていた。『調査』は、戸口、習性、教育、衛生、産業、財産の状況、財
                                                  
41  1899 年の旧土人保護法制定を受けて、北海道庁は 1901 年に旧土人児童教育規定を公
布した。この規定により、言語・生活習慣といったアイヌ文化が教育上の「障害」とみな
され、これを「改める」ために、アイヌ児童は和人児童から分離され、アイヌだけの教育
を目的とした「特設アイヌ学校」が設置され、4 年制の別学教育が行われた（小川 1997、
141）。その後、同規定は 1908 年に廃止され一時的に修業年限は６年に引き延ばされたが、
1916 年再び同名の規定が制定され、修業科目を削減し４年制別学教育が復活する。このい
わゆる第２次規定も 1922 年に廃止されたが、ただちにすべてのアイヌ学校が廃止された
わけでなく、この座談会が行なわれた 1935 年当時も、まだ多くの地域で別学が続いてい
た。別学がなくなるのは、アイヌ学校が全廃される 1937 年のことである。 
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産制度および財産管理、救済の八項目にわたってアイヌの状況を述べ、特に教育、衛生思
想、そして産業や財産管理能力など経済的観念の三点において、観念や思想の「欠如」を
強調した。 
 たとえば、「衛生思想」について、当時のアイヌ・コタンには結核や梅毒などの伝染病が
蔓延していた。なかでも結核に関しては、総死亡者数に対する割介で全国平均の 2 倍以上、
一定人口あたりの死亡者数では、全国平均の 3 倍を超えていた。その原因を『調査』はこ
う説明している。 
 
「斯の如く結核に因る死亡率の著しく和人より高きは、其の原因種々あらんも、前項
に述べたる体質の低下を主因と為すべく、而して衛生思想の欠乏と生活の不如意とは、
相関聯して其の蔓延を一層強からしめるに因るものなるべし」（北海道庁内務部 1918
〈1998〉、504）。 
 
一応は「種々あらんも」と但し書きをつけてはいるが、結局は高い死亡率の原因をアイヌ
の体質低下に求め、さらに「衛生思想の欠乏」と「生活の不如意」に帰している。アイヌ
は衛生についての観念が欠けるために不潔なまま生活し、これによって病気の蔓延を許し
ている、というのである。さらに､病気にかかっても、治療の意味を理解していないため、
適切な治療を受けるのを拒み、病状を悪化させている、とも述べられている（同 548f など）。 
 さらに経済的困窮についても、その原因はアイヌ自身の知識や能力の「欠如」に求めら
れた。たとえば、 
 
  「旧土人は一般に熱心努力の精神を欠き、産業経営上の智識乏しく、随て其の経営振
り亦粗放にして極めて幼稚拙劣なり」（同 556）。 
 
  「旧土人の財産管理能力も亦地方により人によりて一様ならずと雖、概していへば動
産に対しては之を重要視するため相当能力を有するも、不動産特に土地に対しては甚
だ不十分なりと称するを得べし。従て嘗て給与せられたる土地も奸譎なる和人に欺瞞
されて、極めて不利益なる契約のもとに賃貸し、現在甚しき窮迫に陥れるもの多き
〔…〕」（同 575）。 
 
アイヌの貧困は知識が乏しく産業経営が幼稚なだめである、しかもそうした窮地を救うた
めに土地を給付しても、財産を管理する知識に欠けるため、和人にだまし取られてしまう。
結局、経済的困窮の原囚もアイヌの無知にあるのであり、この点を改めない限り、アイヌ
の救済は覚束ない… 土地をだまし取った和人側の問題に触れることなく、記述はアイヌ
の「無知」や「無能」へと収束していく。 
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 こうした状況判断にもとづいて、『調査』は教育をアイヌ救済の根本的対策として主張し
た。 
 
 「〔…〕旧土人の救済を全うせんとせば、結局教育の力によりて多数の卒業生を出し、
以て風俗衛生産業等各般に亙り内部より之が改良を図るを以て其の根本義と為さゞる
べからず。斯くして小学校教育を受けたる旧土人が、彼等の父祖に代る時代に至らば
旧土人の境遇は面目を一新するに至るべきや必せり」（同 489）。 
 
教育の力によって「風俗衛生産業等各般に亙り」知識を身につけるようになれば、アイヌ
はその「面目を一-新」し、疾病や貧困といった窮状から解放されるだろう。ここに述べら
れた見通しは、基本的に向井たちの期待と異なるものではない。知識の欠如という状況理
解と、それを埋め合わせるための教育の必要性を訴えるという点で、アイヌ「先覚者」た
ちと和人側行政権力との間には見解の「共有」があった42。 
 
5-4 北海道開拓とアイヌ 
 調査が行なわれた当時、多くのアイヌたちがきわめて厳しい状況に陥っていたことは事
実である43。しかし、その原因が実際に知識の欠如にあったわけではない。衛生観念の欠
如のためとされる疾病の蔓延も、別の起源に由来するものだった。しかも、この事実は『調
査』の中でしっかりと把握されていた。たとえば、衛生の問題をめぐって、次のような説
明が行われている。 
 
  「旧土人は本来骨骼強剛にして体質も亦優良なりしが、和人の移住増加するに従ひ、
生活状態に激変を来して黴毒及肺結核等の侵入を招ぎたる結果、病毒を伝播すると共
に薄弱なる素質を遺伝し、過度の飲酒と相侯て体質劣悪に赴きつゝあり」（北海道庁内
務部 1918〈1998〉、491）。 
 
アイヌはもともと梅毒も結核も知らなかった。しかし、そこへ大量の和人が流人し、病原
菌をもたらしたために、基本的な免疫を欠いていたアイヌの間にこれら疾病が蔓延した。
高い死亡率をもたらしたのは、衛生観念の欠如ではなく、まず何よりも和人の大量入植で
あった。 
                                                  
42 もちろん、この見解がアイヌ全体に共有されていたわけではない。和人化を推し進める
教育を拒んだ人たちも多かった。教育への態度はその後のアイヌ文化のあり方にとって重
要な働きをするが、詳しくは稿を改めて検討することにしたい。 
43 とはいえ、「窮乏」という「現実」を強調することが、忠君愛国的な徳目をアイヌ児童
に注入するための手段として用いられたという指摘（小川 1997、212)にも、注意が必要で
ある。 
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 さらに経済的困窮にしても、もともとアイヌは資源に恵まれ、北東アジアと広く交易を
行なうことで、豊かな生活を送っていた44。ところが、和人との接触で伝統的生活を破壊
され、必要な食料や生活物資の確保が困難になり、生存の危機に立たされることになった。
そして明治維新以降の開拓政策によって事態はさらに悪化していく。伝統的生活を禁じら
れ農業が奨励されたが、その一方で土地を奪われ、和人の大量流人による鹿や鮭の乱獲で、
食料の確保が困難になる。アイヌは生活の手段を奪われ、さらに自然災害も加わり、餓死
寸前にまで追いやられていたのである45。この事実もまた、『調査』の中に明確に述べられ
ていた。 
 
  「然るに明治維新後、本道開拓の進むに従ひ、或は鹿の猟獲を厳禁せられ、或は熊其
の他野獣の減少により、其の猟獲容易ならざるに至りしと共に、河海の漁業も各其の
漁場主定まりし上、漁獲時ありて之を濫にすること能はざるに至りしかば、彼等は又
昔時の如く角獣の肉に飽くこと能はずして、自然穀菽野菜を以て常食とせざるべから
ざるに至れり」。 
 
  「斯の如き食物の大変化の旧土人の身体組織に及ぼしたる動揺は、決して尠少なるも
のにあらざる〔･‥〕」（ともに同 502）。 
 
 アイヌに窮状をもたらしたのは、明治以降の開拓政策である。このことを、行政側も十
分に自覚していた。しかし、この点はそれ以上展開されることなく、アイヌの「無知」や
「観念の欠如」が執拗に繰り返されていく。たとえ和人の大量流人に一因があるとしても、
根本的問題は環境の変化に対応できなかったアイヌ側にあるのであり、和人なみの知識を
身につければ生活は改善されるはずである。たとえば、浦河町の状況について、こう語ら
れている。 
 
  「〔…〕其の後和人の来往多きを加ふるに及び、智能の遠く及ばざる為、生存競争に劣
敗して生活急に困難に陥り、年々地方に転出するもの続出し戸口漸く減少しつヽあり。
然れども一部和人化せるものに在りては衛生思想に富み、勤労を尚び、漸く財産の貴
重なるを自覚するの傾向あり」（同 509）。 
                                                  
44 たとえば、高倉 1972、445 など参照。 
45 1871 年に住居自燃、耳輪、入墨などの伝統的風習が禁止されるとともに、農業が奨励
され、日本語が強制された。 1876 年には伝統的手法による狩猟や漁労法が禁止される。
さらに、1872 年の地所規則および 1877 年の北海道地券発行条例によって、これまでアイ
ヌが生活資源の確保に利用していた山林が無主地として官有地に繰り入れられ、1886 年の
北海道土地払下規則および]897 年の北海道国有未開地処分法によって、和人に払い下げら
れた(海保 1992 など)。 
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 アイヌの大半は「優勝劣敗」の生存競争に敗れたが、「一部和人化」したものはその限り
でない。とすれば、和人なみの「知識」を獲得すれば、生活は成り立つだろう。こうして
「教育」による和人化こそ、最大の「救済」策だと考えられていく46。 
 
5-5 隠された知識 
 しかし、当然ながら、アイヌが「無知」だったという見解もまた、事実ではない。この
ことを窺わせる記述も、すでに『調査』の中に存在していた。アイヌの家庭教育を説明す
る部分に、次のような記述が見られる。 
 
 「和人の目より見るときは旧土人間には何等家庭教育として見るべきもの無きが如し
と雖、之れ和人の家庭を標準として之に比較するが為にして、旧土人の家庭には旧土
人相応の家庭教育として見るべき事実なきにあらず」（北海道庁内務部 1918〈1998〉、
537-8）。 
 
アイヌにはアイヌの教育が存在した。たとえ和人社会の中で暮らしていくのに必要な知識
に欠けるとしても、アイヌにはアイヌの生活のための知恵があり、それを家庭の中で身に
つけていた。『調査』はその内容を次のように報告している。 
 
  「彼等の其の子女に道徳或は宗教〔…〕に関する教訓を為す際には伝説或は作り話等
によること多く、而して父は男子に、母は女児に対して訓ふるを常とす。 
   両親に従順なるべきこと、長者を尊敬すべきこと、老人を畏敬すべきこと等は男女
児に拘らず教訓する所にして、特に男児に対しては漁猟の方法に関すること、漁猟の
用具製作に関すること（矢に用ふる毒の調整法は秘伝に属するを以て成長の後に教ふ）、
天候を予知すること、附近山野の地理に関すること等を授け、イナホの作り方、祈禱
の化方、儀式に用ふる挨拶及古代の伝説等は最も重きを置きて授く。又女児童に対し
ては、子を育つること、木皮より衣を織ること、刺繍を作ること、衣類修繕のこと、
料理のこと、居宅修理のこと、耕作のこと、伐木のことより文身の術、死者ある際の
                                                  
46 アイヌの困窮が和人の大量流又に起因することを指摘しながら、アイヌの「無知」へと
視点を転換し、「畢竟彼等無学無智」のゆえに「自ラ招ク困苦」であると結論する論法は、
すでに 1882 年の根室県令湯地定基の書簡に見られる（湯地 1882〈1998〉）。アイヌ研究者
たちも、こうした論法の流布を推し進めた。坪井正五郎が 1906 年の『東京人類学雑誌』
の論文で、アイヌを「無智の民」と述べたことは広く知られている（海保 1992、164 など）。
さらに、1942 年に初版が刊行され、その後のアイヌ史研究に大きな影響を与えた高倉新一
郎『アイヌ政策史』も、行政側の施策の不備を批判してはいるか、基本的な姿勢は同じと
言える（高倉 1972）。 
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泣哭の仕方に至るまで授け、其の男子を尊重し待遇することに関しては特に注意して
教ふ。以上其大要なるも児童平常の行儀作法〔…〕等につきても種々躾くる所あるも
のヽ如し」（同 538）。 
 
この記述からは、倫理や道徳、伝統や儀式、漁猟の方法や衣食住の手段など、アイヌの生
活のほぼ全般にわたって教育が行なわれていたことが窺われる。しかし、個々の内容につ
いて、詳しい記述は見られない。おそらく綿密な調査は行われておらず、報告者がアイヌ
の暮らしや文化について十分な知識を持ち合わせていなかったためだろう。アイヌの知識
が見落とされたのは、アイヌというより、むしろ多くの場合、和人の無知のためだった。 
 さらに衛生思想についても､アイヌにはアイヌの治療法があり､治療薬があった。『調査』
には、アイヌの治療法や治療薬として、4 種の祈祷とならび、平取 6 種、荻伏 6 種、十勝
20 種の薬用植物がその用法とともに挙げられ、さらに熊や犬の脂肪など動物性の医薬など
も言及されている（同 553f）47。 
 アイヌは、アイヌとして生活する上で必要な知識を所有していた。農耕を中心として欧
米の産業や技術を取り入れ、資本主義経済体制に組み込まれつつあった和人社会と、交易
や漁猟によって暮らしてきたアイヌ社会では、必要とされる知識は異なる。異文化が出会
うとき、互いに相手の文化や生活を全面的に理解できるわけではない。和人社会の中で必
要な知識をアイヌが欠いていたとすれば、同様にアイヌの伝統的社会で必要な知識を和人
は持ち合わせていなかった。ここにあるのは、本来は対称的な関係のはずだった48。 
                                                  
47 もちろん、『調査』を離れれば、アイヌの豊かな知の存在を示す報告は数多く存在する。
慣れない寒冷な気候に悩まされる和人入植者が、アイヌの助言や手助けによって救われた
という証言や、和人人目の少ない地域では、むしろ和人がアイヌの風習や言葉を真似てい
た事実などが記録されている（小川 1997、183、高橋 1973、76 など）。またアイヌの弁論
術や記憶能力の高さについての記述も多く見られる（高橋 1981、47、51f など）。 
 アイヌ自身も、独自の知の存在を主張している。たとえば、萱野茂は、 
 
  「アイヌは自然の法則に従い、その知恵を上手に利用していました。アイヌは鮭にか
ぎらず鹿でも熊でも何の動物でも、狩猟民族であったからこそ、それらを絶やさない
ような知恵と愛情を持っていたのです」（萱野茂 1980〈1990〉、77）、 
 
と述べている。 
 また、衛生の問題が生じたのは、狩猟民族であるアイヌを農民化し、農耕を目的に湿潤
な土地に強制的に定住させたことにも起因する。アイヌが医療を受けたがらなかったのは、
経済的事情のほか、和人医師の差別的な扱いを嫌っていたことも挙げられる。 
48 アイヌの側から、貝澤正は次のように述べている。 
 
「明治初期の為政者の無知が原因でアイヌに不幸をもたらした。政府は西欧文明を吸
収し国力の増人をはかったが、精外文化までは吸収できなかった。中でも最も悪いの
は現地行政を担当していた北海道庁の役人の無知と怠慢で、アイヌを人問と見て対応
したなら、もっとよい方向での保護政策を立てられたと思うのは、私だけではないは
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 ところが、実際には、和人だけが知識の所有者の側に立ち、アイヌは「無知」と決め付
けられ、一方的に和人の知識を身につけなければならない状況に陥った。しかし、アイヌ
に欠けていると言われるのは、アイヌの伝統的社会における知識ではない。知識や能力の
「欠如」といわれるものは、あくまでも和人を規準にした判断にすぎなかった。 
 では、なぜ和人の規準が適用されることになったのか。和人の知識が認識としての妥当
性を持ち、アイヌの知識より優れていたから、ではない。知識の優劣は、それが置かれた
文脈を無視しては意味をなさないだろう49。その理由は、知識の比較以前に、アイヌ社会
が和人社会の中に組み込まれ、アイヌの知識が有効に働く脈絡を奪われていたためである。
力を発揮する場を失い、本来の意味を失ったことで、アイヌの知識は和人の視界から抜け
落ち、和人の知識以外は知識と認められることがなかった。そのためにアイヌは「無知」
と決めつけられた50。「知」と「無知」の落差は、認識としての妥当性の問題ではなく、そ
れを取り巻く力関係によってもたらされていた。 
 
5-6 教育と開拓政策 
 この「落差」は、歴史的背景によって生み出された「結果」に留まるものではない。む
しろこの力関係に介入し、状況を変容させる力を持っていた。アイヌの知識は北海道開拓
によって隠されたが、このことはもう一つの事実を覆い隠し、和人の「開拓」を促進した。 
 アイヌ困窮の原因が開拓と同化政策にあるとすれば、状況を改善するために行われるべ
きは政策の見直しとなるはずである。しかし、実際には、この道筋はたどられなかった。
困窮の原因が「無知」へと転換されたため、開拓政策を問い直す必要はなくなり、かわっ
て教育こそアイヌの困窮に対する根本的対策ということになった。そして、教育がアイヌ
に「救済」をもたらすなら、開拓は滞りなく推し進めることが可能である。 
 開拓そのものを見直し、アイヌの同化政策を再考するという発想が、当時存在しなかっ
たわけではない。しかし、この発想が取り上げられることなく葬られた事実が、この転換
の本質を物語っている。 
 この諏査が行なわれた翌年、第 41 回帝国議会衆議院の北海道旧土人保護法中改正法律
案委員会で、政府側委員の俵孫一は同法案および改正51の趣旨について、先の『調査』と
                                                                                                                                                  
ずだ｡」（貝澤 l993、238-239）。 
 
49 こうした観点は、対象との一致という点だけから知の正当性を検討し、普遍性や客観性
を知の理想とする古典的認識論からは生まれない（本稿第 4 章)。 
50 生き残った知が、それ以前の立場を劣ったものとして序列化する現象は、科学史上しば
しば生じてきた（Kuhn1962 など）。しかし、それは排除された知が必ずしも知として劣
っていることを意味するわけではない（ファイヤアーベント 1992 など）。 
51 この委員会で論議された改正案は、第５条で自費治療の困難な者へ「薬価を給する」と
あったものを、「救療し又は之に薬価を給する」へ、また第６条の「疾病」を「傷痍・疾病」
へ改正するという案であった。 
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ほぼ同内容の説明を行なった。アイヌにおける疾病の蔓延は衛生思想の未発達のためであ
り、経済的に収益が上がらないのも、また同法が給与地の売買を禁じているのも、「文化の
程度知識の程度」のためである、だから政府は同法によって､アイヌたちの「生活を営まし
むる所の基礎をつくって」やろうとしているのだ、と。 
 しかし、こうした説明に対して、委員の小西和が質問し、次のように批判した。 
 
  「私共の見る所では、土人の保護と云ふ問題は、或は教育であるとか、或は精神的に
どうするかとか、智識をどうするとか云ふやうな事柄に付て世話してやると云ふより
も、寧ろ土人をして安全に満足に愉快に生活することが出来るやうに土人の自身の満
足するやうにしてやる方が却って好い事と思ふ」。 
 
ここで彼は、問題の本質がアイヌの知識にも教育にもないことをはっきりと指摘している。
その上で、さらにこう提案した。 
 
  「それに付て例へば日高の平取沙流川の沿岸の如き一区域を成して居る所に於て、其
沙流川の流域全体を土人の為めに特別の場所として其土地を土人の自由に生活する天
地として、それを国有にするなり、或は土人の集団の共有にするなり何方でも宜しい
が、さう云ふことにして、〔･‥〕現在のやうに内地人から種々なる圧迫を受けること
が無いやうにしてやることが、〔…〕又土人を満足させる永遠の政策だらふと思ふ〔…〕」
（北海道ウタリ協会 1990、291-2）。 
 
一定の地域を、アイヌが「自由に生活する天地」として開放し、「内地人から圧迫を受けな
いように」独立の生活を営ませようというこの提案は、同化政策そのものを修正し、アイ
ヌに独自の文化と生活を回復させようという趣旨を含んでいた52。 
 ところで、もしもアイヌが本当に知識を欠き、自分たちの生活さえ賄えないのであれば、
自由を与えられたとしてもますます困窮するだけであり、この提案は意味をなさないだろ
う。小西は、アイヌが独自の知識を持ち、固有の生活を営む能力があることを前提として
いる。したがって、この提案に反対するには、この前提を問題にして、ここでもまたアイ
ヌの「無知」をもって応じることもできたはずである。 
ところが、実際には、俵は次のように答えた。 
 
  「一区域を限って彼等の自由天地にすると云ふ方法は、至極御尤と思ひますけれども、
                                                  
52 この提案については、すでに山川力、小熊英二などが取り上げている（山川 1989、89f 
小熊 1998、64、n22)。 
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一方北海道を開発して生産の増加を営むと云ふ事と、どうしても衝突する 此開拓事
業と、今の御説の如き意味の事柄と、如何にして調和を取るかと云ふことが問題であ
る、〔…〕それ故に北海道大体の拓殖と今の或る一地域を局限して、彼等の自由天地に
すると云ふことは、どうしても調和が取れない」（同 292）。 
 
開拓事業とアイヌの自律的生活とは調和をはかりがたい。ここには、アイヌに自立を認め
ない本当の理由が「無知」ではなく、国策と正面から矛盾するためであることが、明白に
述べられている。「無知」という答弁の背後に隠されていた開拓政策が、一時的にせよ姿を
現わしたのである。 
 しかし、こうした議論のこれ以上続ければ、アイヌの困窮の原因が開拓にあり、開拓が
アイヌの犠牲の上に成り立っている事実が明白になる。政策を滞りなく推し進めるために
は、理由は別の方向に探さなければならない。小西の提案はそれ以上議論されることはな
く、結局アイヌの「無知」が前面に押し出され、「教育」が対策の欠落を埋めていくのであ
る。 
 こうして、アイヌの「救済」は教育にあるという見解が、広く浸透していった。しかも、
和人行政権力側だけでなく、いつしかアイヌたちからも唱えられようになっていったので
ある。 
 
5-7 教育の「実績」 
 では、教育は向井たちが期待した効果を発揮していたのだろうか。『調査』を見る限り、
そうとは言いがたい。当時アイヌ学校への就学率は急速に高まっていたが（小川 1997、
207f など）、学校での勉学を身につけ、生活の向上を図れた者はまれであって、大半の人々
が学校教育の有無にかかわらず、困難な生活を続けていた。 
 『調査』は「教育を受けたる旧土人の現状」という項を設けて、各地の事情をまとめて
いる。たとえば、室蘭支庁管内において「一般ニ無教育者ニ比シ社会的刺戟ニ感ズルコト
敏ニシテ、和人ノ生活ノ一切ヲ模倣セントスルノ念強烈ナルヲ以テ、生活状態ノ改善ニ努
カシ、一家永遠ノ計ヲナスモノ尠カラズ」といった記述がある一方で、教育を受けた者も
卒業後は「概シテ学カノ程度低下シ」、「殆ド無教育者ニ異ラザルモノ」も多く、一般的に
は「読書計算ノ智識ハ彼等平素ノ生活ニ応用スル機会少キヲ以テ、小学校ニ於テ収得セル
学カモ自然減退スルノ傾アリ」（上川支庁管内）というのが実情だったとされている（北海
道庁内務部 1918〈1998〉、535-6）。 
 在学中の児童たちについても、一定の能力や可能性を評価する記述が見られるものの、
それもあくまで、「一般に旧土人児童は和人児童に比すれば知能に於て及ばざるものあり」
という前提での説明だった。さらに、アイヌの生活にふさわしい教科書や教材がなく、学
校設備も不十分のため、「旧土人の実際生活に適切なりと認むる知識技能の練成を図ること
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能はざる結果を来し、其の実績予期の如くならざるものあり」とされ、成果が不十分なこ
とが指摘されるだけでなく、教育の場でもまたアイヌの「無知」や「無能」の記述が執拗
にくり返されていく（同 528-9）。 
 しかし、この学力の「落差」も、知力や能力の問題である以前に、異文化の中に強制的
に投げ込まれたことによる当惑と不安の結果と言えるだろう。母語と異なる日本語での教
育に、アイヌの児童が大きなハンディを背負っていただけでなく、たとえば、「蓋し児童の
素質、家庭其の他の事情の著しく和人と異るものありて、其の徹底を見ること頗る困難な
ると共に、折角学校に於て教養したる習慣も家庭に於て或は社会に於て破壊し去ること多
きを以てなり」（同 529）といった記述からは、学校での教育が自分たちの生活や関心とか
け離れ、子どもたちが勉学への意欲を失っていた様子がうかがわれる。 
 それでもなお教育の可能性は疑われなかった。しかし、落差を解消するはずの教育は、
むしろ作り出された「落差」をアイヌ児童の目に焼き付け、窮状に追い討ちをかけていっ
た。和人との共学によってアイヌ児童が「軽蔑圧迫を受けて」、「自暴自棄の心」を生み、
「萎縮の傾向を生」じたことが、『調査』には報告されている（同 530）。教室という人工
的空間で、自分たちの社会や生活の脈絡から切り離された教育は、アイヌに和人と対等の
地位を与えるというより、むしろアイヌ児童を和人児童と直接比較し、和人の尺度で測る
ことになった。その過程で、多くのアイヌ児童たちが差別に直面し、学習への意欲を失い、
人間としての自信や誇りさえなくしていくのである53。 
 
5-8 知識の復活 
 1990 年代になって、チカップ美恵子は依然として教育を求めている。 
 
  「私は、この法律〔アイヌ文化振興法54〕がつくられる時に、アイヌの民族のために
学校をつくってほしいと思いました」（チカップ 1998、134）。 
 
                                                  
53 1937 年、アイヌだけの特設学校は全面的に廃止され、和人との全面的共学が実現した。
しかし、そこでアイヌ児童たちは激しい差別に出会うことになる。たとえば、姉茶のアイ
ヌ学校に通っていた鷲谷サトはこの年から野深小学校に通うようになる。ところが、顔に
火傷の傷跡のある彼女を待っていたのは、和人児童たちによる激しい差別だった。彼女は
顔にボールをぶつけられ、足で蹴って転ばされ、見世物されたという。同じく野深小に通
うようになった遠山サキも、「何気なくシャモの生徒の肩に触れようものならシャモの生徒
はそれこそ、大火傷でもしたかのように」飛び上がって大騒ぎした、といった体験を語っ
ている（高橋 1981、203-4、215-6）。ただし、高橋 1981 については、ことさらアイヌ民
族の悲惨さを強調することで、かえって差別を助長しているという批判がある（高橋三枝
子『続北海道の女たち・ウタリ編』を糾弾する会 1983）。 
54 正確には、「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統に関する知識の普及及び啓発に関す
る法律」。 
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しかし、その学校は「ことばを含めてアイヌ文化全体を基礎的なところから教える学校」
（同 137）であって、向井たちが求めた和人の知識を手に入れるための学校ではない。ア
イヌたちが希望する教育は、和人に伍していく知識を求めるものから、白分たちの文化を
伝える教育に大きく転換した。 
それは「教育」によって覆い隠され、失われかけていた自分たちの知識の回復作業の始
まりといえるだろう。和人の知識が知識の規範とされる限り、アイヌ民族はつねに落差の
下位に立たされ続けることになる。「教育」はこの落差を埋めるという建前ではあったが、
多くの場合、落差の存在を確認し、これを固定化する作用をもった。アイヌ民族がアイヌ
民族として存在しようとする限り、この落差は解消しなかった。落差をなくすには、和人
に同化する以外になかったからである。 
したがって、真に落差を解消するには、和人の知識を追い求めることではなく、民族固
有の知識を知識として認め、その存続と拡大を図ることにある。チカップの求める教育は
こうした教育にほかならない。しかし、それが「知識」としてどのような力を発揮してい
くかは、たんにその内容と世界との関係だけでなく、アイヌ民族や和人が置かれた歴史的
状況との複雑な相互作用の中で検討していかなければならないだろう。 
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終 章  結 語 
 
アブストラクト 
第Ⅱ部で見た状況は、知識の力が社会的生成物であることを明らかにしている。そこ
からは、社会的力関係が「知」と「無知」の落差によって生じる状況が見て取れる。
また伝統的議論において知識の正当化や基礎づけが主要テーマとなったこと自体、知
識が社会的観念であることを示している。たとえ他の主体による認知を必要としない
私的な知識があるとしても、そこでもまた個人の内的な認知が必要である。今後は、
本研究で例示した知識の隠蔽のケースだけでなく、知識の拡大競争の場面で、具体的
事例を用いて詳細に研究する必要があるだろう。 
 
6-1 社会的落差の存在 
 第 4 章と第 5 章では、知識の隠蔽の事例を二つの側面から検討してきた。まず、和人研
究者による権力の行使が、知識に内在する自然的力によるものではなく、社会の認知によ
る社会的力であったことを確認した。つぎに、民族固有の知識の活動の場を奪い、和人側
の知識を唯一の知識と想定することで生み出された人為的な落差によって、アイヌ民族の
「無知」が生み出された状況を見た。 
 どちらの場合も、アイヌ民族に対する和人の力の行使は、自然的力にもとづく優越でな
く、認知の有無によって生み出された社会的落差にもとづいている。このことから確認で
きるのは、わたしたちが常日ごろ「知識の力」とみなしているものが、知識そのものに由
来する自然的力であるよりも、むしろ社会的な認知にもとづく社会的力であるという事実
である。もちろん、アイヌ差別の局面で働いていた力学的作用のすべてが社会的な産物と
いうわけではないが、しかし、そこで自然的力とは別の力が作用していた事実は確認でき
たはずである。 
 わたしたちは一般に、知と無知の差異を自然的な差異とみなしている。自然的な差異は
知識そのものの差異であり、その知識を所有する人間の能力の差異であると考えているの
である。知と無知の差異を見出すことで、そこに主体の能力の差異を認め、社会のおける
主体たちの地位や待遇の差異を、能力の差異によって説明してきた。実際、アイヌ民族は
「無知無能」の民と言われ、民族のおかれた困窮は能力の欠如に起因する状況とみなされ
てきた。 
しかし、本稿で見てきたように、知識の力（の少なくとも一定部分）が社会的な認知の
差異から生じるものであるならば、知と無知の落差は必ずしも主体たちの能力の差異を反
映するものではない。アイヌ民族をはじめ多くの先住民族は、民族固有の知識を豊富に所
有してきたし、その多くは侵入者や植民者たちに欠けた知識でもあった。このことは、近
年になって、自然との共生など、さまざまな観点から先住民族の知識が見直されているこ
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と、あるいは医薬品メーカーに見られる国際企業が先住民族の伝統的知識を製品開発の有
力な資源とみなしていることにも見て取れる。 
しかし、たとえ知識を保有していても、社会から認知され、有効に利用される機会が失
われれば、あたかも知識は存在しないかのごとく扱われ、知識としての力を奪われること
になる。アイヌ民族は、明治政府の政策によって伝統的文化を否定され、和人社会との同
化をせまられた。自分たちの生活様式を奪われれば、生活のために必要な知識を利用する
場も失われる。そのことで、民族の知は北海道を支配する和人たちの目にはますます見え
なくなり、いっそうその力を喪失していったのである。  
したがって、アイヌ民族と和人との間に生成された「知」と「無知」の落差は、多くの
場合、能力の差異ではなく、認知の差異にもとづく落差だった。社会的認知を獲得した人々
の見解は「知識」として社会に受け入れられ、そうでない知識は社会から見失われた。そ
のことで、人びとは「無知」の烙印を押され、社会的な力を奪われたのである。 
同様な関係が土壌汚染をめぐる専門家と農民の間にも、あるいは、障害物の通過可能性
を説明する「法則」と個々人の直観的判断の間にも存在することがわかる。どの場合にも、
いっぽうが知識として流通し、もういっぽうがその地位を奪われていた原因は、対象との
一致不一致という伝統的意味での「真理」性の有無ではなく、それらの「知識」を所有す
る主体たちの社会的関係にあった。こうした意味で、「知識」の成立は社会的な現象だと考
えられるのである。 
また、このように社会的認知が知識の成立の重要な鍵をにぎっているとすると、認知が
実行され知と無知の落差が生み出されることで発生する社会的力とは別に、もう一つの力
の作用にも注意を払う必要があることが判明する。それは、多様な見解の中で特定の見解
を知識と認定する力の働きにほかならない。この力は、社会的落差によって生み出される
力ではなく、落差の生成に先だって落差そのものを生み出す力である。 
伝統的な合理主義の知識観では、この力は対象との一致によって、すなわち「真理」に
よって説明されてきた。なるほど、真なる認識がもつ知識の自然的力が、社会的力の生成
の原動力の一部となりうることは確かである。しかし、すべてをこの作用に還元できない
ことも、本論文で検討した事例をみれば明らかだろう。 
アイヌ民族と和人との間に生じた社会的落差についてみれば、それを引き起こした原因
は両民族の歴史的・政治的背景にあると考えておおよそ間違いないだろう。しかし、知識
の社会的落差のすべてがこのような背景で生じるものなのか、あるいは他のあり方が存在
するのか、また、落差を生み出す力と、落差によって生み出された力とは、どのような関
係にあるのか、など、今後も考察を進めるべきあらたな課題群が浮き彫りになることも確
かである 
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6-2 知識はなぜ「正当化」されてきた 
ところで、ここで次のような反論が提起されるかもしれない。 
これまでの議論は「知識」そのものと、「知識とみなされる」こと、あるいは「知識を持
つこと」と「知識を持つとみなされること」とを混同してはいないか。この両者はまった
く別の事柄ではないか。「みなされること」は社会的な現象かもしれないが、「もつこと」
はあくまで主体と対象との問題であって、社会的要素は含まれないはずである、と。 
なるほど、「知識をもつこと」と、そう「みなされること」との境界が判明であれば、こ
の反論は適切かもしれない。しかし、問題は、この両者が明確に分離できないことにある。
「知識」は「知識とみなされること」抜きには存立しえない。 
伝統的な知識の定義では、知識は真理であることで、たんなる思いや臆見から区別され
てきた。外界の出来事について、一定の意見や見解を持ち、判断をくだすだけでは、知識
と所有したことにはならない。それらの判断が真理であることをなんらかの形で示さなけ
ればならない。いわゆる正当化の問題である。 
ところで、「真理であることを示す」とは、いったい誰に向かって「示す」のだろうか。
それは、周囲の人々に対して、つまり「社会」に対して示すということだろう。証拠や実
験や論証によって、自分の見解の適切性を提示し、周囲の人々から認められることで、は
じめて判断や意見や仮説は知識として通用することになる。もちろん、哲学的内省や身体
行動に関する判断のように、他の誰にたいしても正当性を問いかけない場合もありうる。
しかし、その場合も、自分の思いが単なる誤りでないことを、自分自身に問いかけ、みず
からその正当性を認知していなければならないだろう。そのような場合でも、知識の成立
は知識としての認知を含んでいるのである。 
さらに、たとえ「知識であること」と「知識とみなされること」が概念上区別されるこ
とを認めるとしても、それは両者が実際に区別できるということではない。 
周知のように、認識論における長期にわたる論争は、真理と虚偽との明確な区別の試み
が挫折してきたことを示している。合理主義哲学者も、繰り返しテストされてきた科学理
論が論理的にはあくまで仮説にすぎないことを認めている。意味論的観点から見れば、虚
偽の可能性があるからこそ、言明は同語反復的でない経験的な内容を持つことができる。 
したがって、知識が真理であることを前提とする限り、「知識」と「思い込み」の線引き
も仮説にすぎない。正真正銘の知識とみなされているものも、実はそうみなされているだ
けの思い込みにすぎないかもしれない。「知識」は「知識とみなされること」ことでしか、
その存在を主張し得ないのである。 
このことを踏まえれば、知識の正当化や基礎づけという主題は新たな相貌を帯びること
になるだろう。 
知識の基礎づけないし正当化とは、対象との関係を通じて真理と虚偽の見分ける試みだ
った。もしもこの試みが成功すれば、対象と一致したものとして、真理であることを保証
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され、真正の知識であることが認められることになる。一見、この作業は、知識から主観
性を排除し、主観の思いなしと無関係な「客観的」空間に知識を据えるかのように見える。
もしも正当化が成功すれば、主体の特異性や社会的な脈絡とは無関係に対象と一致を保障
されると考えられるからである。 
しかし、正当化の結果がそのようなであるとしても、正当化の試みそのものはまったく
主体的な作業にほかならない。そもそもなぜ正当化という作業が必要とされるのかと考え
れば、それは当の理論や言明の真理性が疑われ、その疑いを払いのけ、他の人々から正当
な知識と「みなされる」ためにほかならないだろう。正当化という作業そのものが、実は
知識を知識として認知させるための作業そのものなのである。 
正当化や基礎づけによって主体とのかかわりが完全に排除できるのであれば、そもそも
正当化の必要性も消失するだろう。正当化そのものは、正当化を必要とする主体たちの存
在があってはじめて意味を持つ行為なのである。知識は正当化という伝統的枠組みにおい
て、その根源から社会的存在だったいうことである。 
正当化という、実際には主体的(subjective)な作業が、対象との一致という客観的
(objective)関係だけに視野を限定することで実行されてきた。こうして、知識の周囲から
社会性が消し去られてしまった。そのために、知識が多様な主体の相互関係の中で成立す
る社会的観念であることも忘れられてしまった。 
しかし、正当化はまさに知識としての認知を得るための活動にほかならない。正当化も、
またそれによって成立するとされる知識も、ともに社会的な活動なのである。 
 
6-3 社会的概念としての「知識」 
こうした抽象的な哲学議論とは別に、知識の社会性を示すことも可能である。現実の社
会で、わたしたちが知識を完全に個人的に利用することはきわめてまれである。科学的発
見も技術的発明も、社会的に認知されてはじめて、利用が可能になる。たとえどれほど自
然的力の豊かな発見を個人が成し遂げたとしても、それを社会が活用するには、周囲の人々
に発見として認知され、力の実現を可能にするさまざまな条件が整備されなければならな
い。あるいは、個人が学習を通じて獲得したさまざまな知識も、周囲からその所有を認知
されて初めてその力を発揮できる。国家試験などを通じた社会的認知なしに医学的な知識
を用いて患者を治療すれば、犯罪として処罰される。 
しかし、たとえば、障害物の通過可能性を咄嗟に判断するような場合、この判断に社会
的要素は存在しない、と反論されるかもしれない。目の前の障害物を乗り越えられるかど
うか判断する際に、他の主体による認知や評価は必要ない。本人が自分の理解にもとづい
て判断すればよいことである。第 4 章で取り上げたアフォーダンスの認識はこうした認識
の典型と言えるだろう。本稿でとりあげた事例こそ、まさに認知と無関係な知識、社会性
を帯びない知識の存在を証明しているのではないか。 
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こうした個人的な知識の「正当性」は本論文で示した。個々の主体によって所有され、
あくまでもその主体だけによって利用される知識というものが存在することは確かである。 
しかし、同時にまた、そうした知識は、その個人的性格のために、あくまで個人の範囲
にとどまることになった。それらの多くは社会的に知識としての認知を受けず、当の主体
を超えて利用されることはなかった。このこともまた本稿で考察した事実である。知識と
認知されないことで、それらの知識は個人を超えて社会的な力を発揮することはなかった
のである。 
さらに、まったく個人的な知識と思われるものにも、認知という要素がまったく無関係
というわけではない。社会的認知が必要なのは、見解や知識の信頼性が疑われ、知識とし
ての正当性が問題となるからだった。しかし、疑問や反論は主体と主体との間だけでなく、
特定の主体の内部、つまり個人の内側でも生じる。人は自分自身がくだす判断にもしばし
ば疑念をもち、その妥当性に対して懐疑的になることがある。 
たとえば、ヴィトゲンシュタインが『確実性の問題』で論じた懐疑はその典型的事例で
ある(Wittgenstein1970)。目の前にある椅子が、すわろうとした瞬間に突然消えてしまう
のではないか、という不安。68+57 の答えが 125 ではなく 5 である、という反論に対する
対処のむずかしさ55。目の前の物体の色がグリーンでなく、グルーというまったく別の色
であるかもしれないという疑問56。これらはどれも正当化の必要性とはほど遠い当然の事
実と思われていた事柄であり、他の事象の真偽を検討するための土台となるような出来事
だった。しかし、いったんこうした基本的事実について懐疑が生じると、その正しさを論
証によって明らかにすることの困難さ、あるいは原理的不可能性を、ヴィトゲンシュタイ
ンは考察しつづけた。 
こうした疑問にとらわれるということは、個人の意識の内部においても認知の問題が発
生するということである。個人的な知識であっても、それが知識として利用されるために
は、個人の意識の内で正当化され、認知されなければならない。個人の内部にあっても、
たんなる臆見や思い込みに未来を託すことはできない。 
個人的な認知が社会的な認知と本質的に異ならないことは、ヴィトゲンシュタインの懐
                                                  
55 ヴィトゲンシュタインは『哲学探究』201 節で、規則は行動を規定できないという、い
わゆる規則のパラドクスを提示した。「クワス算」は、ソール・クリプキによるその一例。
57 未満の数字の対に対しては足し算を、57 以上の数字に対しては、つねに 5 を答えとす
る算術（クワス算）を想定した場合、57 未満の数字について足し算を教えても、生徒が
68＋57 に対して 125 でなく 5 と答える可能性を排除できない、というパラドクス
(Kripke1982, pp.6ff., さらに McGinn 1984 参照)。 
56 いわゆる「グルーのパラドクス」。「グルー」とは、ある時点より前は「緑」を、それ以
後は「青」を意味する造語。この時点以前では、何かが緑であることを確証する事例は、
同時にまたそれがグル―であることを確証する。よって、その何かが緑であるかグルーで
あるかを判定できない、という問題が生じる。前掲の規則のパラドクスを言葉の適用に置
き換えて論じたものとも解釈できる。 
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疑に対するクリプキの有名な解釈から見て取れる(Kripke1982)。クリプキのこの懐疑に対
する最終的な回答は、共同体による同意だった。個人の内部で解決不可能な懐疑は、外部
に助力を求めることでしか解決されない。自分の判断の真理性にあくまでも確信がもてな
い者は、共同体の他の成員から同意を得ることでしか、この懐疑から抜け出せないのであ
る。個人的な確信もまた、社会とつながっているのである。いずれにせよ、知識が知識と
して成立するために認知が必要なことを、クリプキの解釈は示している。 
したがって、知識とは何か、という問いは、知識としての認知という諸主体の相互関係
の中で考察されなければならない。知識を所有するのは誰で、その知識は他のどのような
主体によって、いかなる形で認知され成立したのか。知識として認められるには、どのよ
うな社会的特性を備えていなければならないのか。「知る」という行為は社会的行為だと考
えられるのである。 
 
6－4 前途瞥見 
本稿の第Ⅱ部では、こうした観点から知識をめぐる諸現象を検討してきた。そこでは、
一般に考えられている知識の力、すなわち「自然的力」に加えて、「社会的力」が存在する
ことを見た。この後者の力は、知と無知の落差が社会化されることで生じる。この社会化
のプロセスには、新しい知識を生み出し、これを社会的に認知させる場合と、すでに存在
する知識の認知を無効にし、その存在を覆い隠してしまう場合とがあることを指摘し、と
くに後者の場合の事例として、アイヌ民族と和人との知と無知をめぐる歴史的状況を検討
した。 
社会的力の生成のもう一つの局面である、知識の拡大競争については、第 5 章でその概
略に触れただけで、詳しい事例研究には至っていない。その理由は、この局面の考察には
前者にない困難があるからである。しかし、それは知識拡大における社会的力の生成が微
弱で見極めにくいということではなく、むしろ現代社会にあまねく見られる広大な現象で
あるが故に安易な考察や結論づけが危ぶまれるということである。知識の拡大競争は先端
的技術の開発においてはもちろん、学校教育の現場、さまざまな試験制度の運用、職業技
能にみられる資格制度の拡大など、現代社会において広く生じている事象といえる。それ
ゆえ、この現象を把捉し、説明の枠組みに収めるには、広大な領域への目配りと周到な準
備とを必要とするのである。 
したがって、本稿では知識拡大競争については、その一端に触れるだけだったとはいえ、
知識を社会的現象としてとらえることで、これまで別々の領域に分離されていた多様な現
象に統一的説明を与える可能性が開かれたことは間違いない。一見まったく無関係に見え
る諸事象、たとえば先端的な科学技術の開発競争と歴史的に繰り返された先住民族への差
別とが、知識の社会性という観点から統一的に検討されることになるのである。どちらの
場合にも、認知による知識の落差生成という社会的要因が、知識の力の稼働を可能にして
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いる。その力の現われ方は、あるいは民族に対する差別や搾取であり、あるいは国際的企
業の市場支配であり、とそれぞれ異なるだろう。しかし、こうした多様な現象を、知識の
社会的力という統一的視点から理解することが可能になるのである。 
社会的現象としての知識という視点は、伝統的認識論の知識観への批判的再検討である
と同時に、現代社会が直面する広大な領域を分析するための有効な手段でもある。今後は、
こうした観点から知識拡大競争というきわめて今日的な事象を具体的に取り上げ、検討し
ていく道が拓けるのである。 
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Abstract 
 
A Basic Study on the Social Function of Knowledge 
 
 
    Knowledge is understood to be a sub-class of information. There are two 
restrictions that distinguish knowledge from other types of information. First, 
knowledge has a subject. Although information in a hard disk can exists without any 
subject who knows it, knowledge is always someone’s knowledge that cannot exist 
without knowing subject. Secondly, knowledge is the information that is acknowledged 
as true. Even if one insists that 68 plus 57 equals 5, nobody says he knows addition.  
In traditional thinking knowledge is regarded as true opinion and thought to be 
obtained from a process between two entities called subject and object. The truth of 
knowledge is always considered with regard to the relation between the idea the 
subject conceives on his mind and the state of objects his idea is thought to represent. 
For example, Alfred Tarski’s famous definition of truth reflects this relation in a 
modern form of logical semantics:. 
 
“It is raining” is true in language L if and only if it is raining.  
 
    According to this view, truth means correspondence between a statement one 
utters and an objective state it aims to represent. From this idea and an elementary 
rule of logic; if a=b and b=c, then it must be true that a=c, we obtain a result that true 
knowledge on an object is one and the same. This includes that knowledge is true 
regardless of variation in knowing subjects. Contradiction between two opinions means 
that at least one of them is wrong. Plurality of knowledge is logically impossible in this 
conception. 
    In chapter 1 and chapter 2 of this paper, we try to confirm the possibility that 
there exists a plurality of true knowledge which contradicts each other. This brings us 
to understand that even if there is a plurality, most of our knowledge are concealed and 
regarded as mere opinion without any claim for truth. 
   Plurality of Knowledge means plurality of subjects. The traditional view overlooks 
social aspect of knowledge which concerns complex relation holding among knowing 
subjects. Our study focuses on the role of knowing subjects in the process that 
discriminates knowledge from opinion, and tries to clarify the social factors of 
82 
 
knowledge formation.   
    Knowledge is often considered as a kind of power which enables us to do many 
things and the origin of it is always located at the content of knowledge itself. Its social 
aspect has been overlooked. In chapter 3, we insist that knowledge has two kinds of 
power, one is natural in the sense that it is originated from knowledge itself and the 
other is social in the sense that it is produced by the social gap among knowing 
subjects.  
The gap is socially produced between those who are thought to know more and 
those who are less. It gives the former power to do things, and deprives the latter of it. 
The difference of power produced by the gap is often consolidated by social recognition, 
which is sometimes realized through social system such as school, patent, and so on. In 
other cases, the difference may be produced merely by reputation and fame. It is 
important to notice that social recognition plays an important role in both cases. 
In the second part of the paper, we confirm the operation of social power in the 
relation between the Ainu people and the Wajin society. Ainu were regarded by many 
Japanese as ‘ignorant people’ and deprived of their power. The deprivation was socially 
produced. We confirm its process in the attitudes of Japanese scholars (chapter 4), and 
in increasing requests for education (chapter 5). 
In the last chapter, the significance of social element in knowledge is reconsidered 
and the traditional conception is criticized again. Finally, remaining themes in the 
field are discussed. 
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